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はじめに
2016年4月、電力の小売業への参入が全面自由化

され、家庭や商店を含む全ての需要家が電気事業者
や料金メニューを自由に選択できるようになりまし
た。引き続き、電力・ガス・熱供給分野の一体的な
改革を着実に進め、市場の垣根を取り払い、総合エ
ネルギー市場を創出することにより、事業者間の活
発な競争、イノベーション等を通じ、エネルギー選
択の自由度拡大や料金の最大限の抑制など、需要家
利益の向上を図っていきます。

第１節
電力システム改革の推進
1．�電力広域的運営推進機関の取組

東日本大震災により、大規模電源が被災する中、東
西の周波数変換設備や地域間連系線の容量に制約が
あり、また、広域的な系統運用が十分にできませんで
した。このため、不足する電力供給を十分に手当てす
ることができず、国民生活に大きな影響を与えたこと
から、2013年11月に成立した電気事業法の一部を改
正する法律（平成25年法律第74号）に基づき、強い情
報収集権限と調整権限の下で広域的な系統計画の策
定や需給調整等を行う「電力広域的運営推進機関（以
下、「広域機関」という。）」が2015年4月に発足しました。

広域機関では、地域間連系線等の整備等に関する
方向性を整理した「広域系統長期方針」を取りまとめ
るとともに、東西の周波数変換設備及び東北東京間
連系線の増強に関する「広域系統整備計画」を策定
し、増強に向けた工事の準備が行われています。ま
た、電力系統の増強に当たっての発電設備設置者と
一般送配電事業者の費用負担のルール（発電設備の
設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担の
在り方に関する指針）に基づく一般負担の上限額の
見直しや既存系統の最大限の活用に向け、「日本版
コネクト＆マネージ」の検討・実現など、系統運用
ルールの整備にも取り組んでいます。また、電気

事業法第28条の44第1項に基づく電力融通の指示も
行っています。2018年度は例えば、9月の北海道胆
振東部地震の際や、7月に関西地方において、高気
温により想定以上に需要が増加し、需給の状況が悪
化するおそれがあったため、関係する電力事業者に
電力融通の指示を行いました。

2．�電力の小売全面自由化への対応　
家庭を含めた全ての電気の利用者が電力供給者を

選択できるようにするため、2016年4月に電力の小
売全面自由化を実施しました。全面自由化に際して
は、まず旧一般電気事業や旧特定規模電気事業と
いった類型に代わる区分として、小売電気事業（登
録制）、送配電事業（許可制）、発電事業（届出制）と
いう事業ごとの類型を設け、それぞれ必要な規制を
課すこととしました。具体的には、自由化後も電力
の安定供給を確保し、需要家保護を図るため、以下
のような様々な措置を講じています。

まず、電気の安定供給を確保するための措置とし
て、適切な投資や人材の確保の必要性に鑑み、一般
送配電事業者に対して、需給バランス維持、送配電
網の建設・保守、最終保障サービスの提供、離島の
ユニバーサルサービスの提供を義務付けるととも
に、これらを着実に実施できるよう、地域独占と総
括原価方式の託送料金規制（認可制）を措置しまし
た。また、小売電気事業者に対して、需要を賄うた
めに必要な供給力を確保することを義務付けること
とし、将来的な供給力不足が見込まれる場合に備え
たセーフティネットとして、電力広域的運営推進機
関が発電所の建設者を公募する仕組みを創設しまし
た。さらに、需要家保護を図るための措置として、
小売電気事業者に対し、需要家保護のための規制（契
約条件の説明義務等）を課すとともに、旧一般電気
事業者に対し、少なくとも2020年3月末まで経過措
置として料金規制を継続することとしています。

加えて、小売全面自由化に伴い、多種多様な事業
者が卸電力取引所で取引を行う機会が増加すること
や、一時間前市場の創設等、制度変更により卸電力
市場を利用して不当に利益を得るケースが想定され
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ることから、不正取引（相場操縦等）の防止、国によ
る市場監視、取引所の運営の適切性確保を可能とす
る規制措置を講じています。こうした措置を通じて、
市場の透明性と廉潔性を維持することが、卸電力市
場の活性化に資すること、ひいては小売電力市場の
活性化につながることと考えています。

３．電力の小売全面自由化の進捗状況
（1）電気事業に係る制度設計について

2015年9月に設置された電力取引監視等委員会
（2016年4月に電力・ガス取引監視等委員会に改組。）
において、①小売営業に関するルール、②卸電力市
場における不公正取引の取締手法、③今後の託送料
金制度のあり方など、電力取引の監視に必要な詳細
な制度設計の議論が進められてきました。

また、電力システム改革が進展する中で、電力分
野において、エネルギー政策の基本的視点である、
安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合を同
時に達成していくことが求められます。効率的かつ
競争的な電力市場の整備等の環境整備を進めると同
時に、電力システム改革が我が国経済における成長
戦略としての効果を最大限に発揮するためにも、市
場における担い手としてのエネルギー産業を国際的
にも競争力のあるものとしていくことが必要不可欠
です。このため、電気事業制度に係る制度設計をは
じめとして、電力分野の産業競争力強化に向けた
幅広い政策課題を検討する場として、2015年10月、
総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会の
下に電力基本政策小委員会を設置し、2016年10月
より、電力・ガス基本政策小委員会に検討の場を移
しています。ここでは例えば、先述の料金規制の
経過措置について2017年10月から議論が開始され、
2018年度中には、規制下にある料金メニューぞれ
ぞれの用途や契約状況が確認され、また、それらに
関する新電力や需要家へのヒアリング・アンケート
結果等を踏まえた議論が行われたほか、燃料費調整
度や最終保障供給制度のあり方など、多岐に渡る議
論が行われました。ほかにも、電気事業法に基づき、
2020年度の発送電分離を前にした検証が開始され、
小売全面自由化後の競争の状況や電力広域的運営推
進機関の活動状況のほか、電力各社のシステム対応
状況などについて議論が行われました。

このように、電力システム改革の制度設計について
は、総合資源エネルギー調査会や電力・ガス取引監
視等委員会において検討してきたところであり、引き

続き適切な場において検討を進めます。

（2）登録小売電気事業者数の推移
2019年3月時点で約650件の小売電気事業者登録

の申請があり、2019年3月31日時点で589者を登録
しています。

この小売電気事業登録は、法令に則り、資源エネ
ルギー庁が、最大需要電力に応ずるために必要な供
給能力を確保できる見込みがあるか、電力・ガス取
引監視等委員会が、電気の使用者の利益の保護のた
めの措置が講じられているかといった観点から、そ
れぞれ審査を行っています。

登録された事業者の内訳は、もともと高圧の小売
電気事業を行っていた新電力事業者（PPS）に加え、
LPガス及び都市ガス関係、石油関係、通信・放送・
鉄道関係等の事業者など、非常に多岐にわたります。
従来の料金体系とは異なる段階別料金や既存事業と
のセット割、時間帯に応じて料金差を付ける時間帯
別料金等の新たなメニューの提供が見られます。

また、異業種の事業者間の連携や、地域の枠を超
えた事業統合なども始まっており、事業者の事業機
会の拡大も進んでいます。

（3）�新電力へのスイッチング（契約先の切替え）実績
2018年12月の電力取引報によると、電力の小売

全面自由化で新たに自由化された低圧部門におい
て、新電力への契約の切替えを選択した需要家が全
国で約14.2％となっています。また、地域の既存電
力会社が設定した自由料金メニューへの切替えを選
択した需要家も約8.5％となっており、両者を合わ
せると、約22.7％の消費者が自由料金メニューへの
切替えを行っています。また、全面自由化後、特高・
高圧部門における新電力のシェアも増加しており、
結果として、電力市場全体としては、新電力のシェ
アが約14.8％となっています。

地域別には、低圧分野では、東京・中部・関西地
域など、都市圏において自由料金メニューへの切替
えを選択した需要家の割合が高くなっており、北陸・
四国地域においては、相対的に低い傾向にあります。

（4）料金メニューの多様化
新電力の提供する料金メニューを見ると、全体的

な傾向としては、基本料金と従量料金の二部料金制
からなる既存の料金メニューに準じた料金設定が多
く見られます。他方、一部では、完全従量料金メ
ニュー、定額料金メニュー、指定された時間帯にお
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ける節電状況に応じた割引メニューやセットプラン
など、新しい料金メニューも提供されるようになっ
ています。

なお、多くの新電力は、料金規制の残る大手電力
会社が毎月公表する燃料費調整額を引用した料金メ
ニューを採用しておりますが、経済産業省では需要
家の選択肢を拡大するとともに、予算執行の予見性
を高めるなどの総合的な観点から、2018年度中に
経済産業省庁舎で使用する電気の調達に際して、燃
料費調整を行わないことを条件とする公募を行い、
複数の事業者からの応札の結果、株式会社V-Power
と契約を締結しました。

また、再生可能エネルギー等の電源構成や、地産
地消型の電気であることを訴求ポイントとして顧客
の獲得を試みる小売電気事業者の参入も見られ、中
には需要家が発電所を選んで得票数の多かった発電
所に報奨金を与えることができるなど、特色のある
小売電気事業者も存在しています。

さらに、電力消費の見える化（電気の使用状況の
可視化）や、電気の使用状況等の情報を利用した家
庭の見守りサービスなども提供され始めています。
応援するスポーツチームとの繋がりや里山の景観保
存など、需要家の好みや価値観に訴求するサービス
も始まっています。

加えて、需要家側の取組として、電力コスト削減

の観点から、同種の事業者間における電気の共同調
達や、地域を問わない事業グループ全体としての一
括調達の動きも出始めています。

（5）卸電力取引の活性化について
①卸電力市場の全体概況

日本卸電力取引所（以下「JEPX」という。）におけ
る取引量は一貫して増加（我が国電力需要に占める
シェアは、2018年9月末で34.2％程度）していま
す。今後も、間接オークション導入等の影響で一層
の伸びが見込まれます。
JEPXのスポット市場における取引量増加の背景

は、旧一般電気事業者による自主的取組の進展によ
り新電力事業者の調達環境が改善したことに加
え、旧一般電気事業者の社内取引の一部を市場経由
で行うグロス・ビディングの進展があると考えられま
す。例えば、2018年4月～ 6月における事業者別の
買い約定量を見ると、旧一般電気事業者は226億
kWh、新電力その他の事業者は119億kWhであり、
スポット市場の買い約定量の大部分（66％）が旧一
般電気事業者によるものとなっています。新電力の
電力調達の状況（2012年9月～ 2018年9月）からも分
かるとおり、グロス・ビディングにより旧一般電気
事業者の市場取引量が増大していることが伺えま
す。

【第361-3-1】JEPX取引量（約定量）のシェアの推移（2012年4月～ 2018年9月）

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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新電力の調達状況については、新電力の電力調達
量に占める取引所比率は、常時バックアップが8.1％
程度であるのに対し、45.2％程度となっており、電
力調達を現物取引所に依存する割合が増加していま
す（2018年9月時点）。

②2017年9月～�2018年9月における特記事項
JEPXのスポット市場のシステムプライスについ

ては、2018年4月～ 6月の平均価格は8.72円/kWhであ
り、前年の同時期の8.10円と比較して、平均価格に大
きな変化はみられません。

他方、2018年7月下旬～ 8月上旬にかけて九州を除
く西日本エリアでエリアプライスが高騰し、JEPXの

スポット市場（2018年7月24日、25日受渡分。それぞ
れ2018年7月23日、24日に取引。）における中部・北陸・
関西・中国・四国のエリアプライスは、連日最高値を
更新ししました。特に、25日受渡分の17:00 ～ 17:30
のコマで、前記全エリアで100.02円/kWhを記録、過
去最高値でした。この高騰の背景は、「猛暑による異
例な需要増」と「発電所の計画外停止による供給力不
足」等が大きな要因であると考えられます。

なお、今後、（需要家によって停電受容コストが異
なることを踏まえた）ディマンドレスポンスや自家発
など多様な市場参加が進むことによって、需要・供給
双方の厚み・柔軟性・競争性が増し、電力システム
の効率化が進むことが期待されます。

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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【第361-3-2】新電力の電力調達の状況（2012年9月～2018年9月）

【第361-3-3】2017年4月～2018年8月のスポット市場　システムプライスの推移
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4．電力市場における適正な取引確保の
ための厳正な監視など

（1）小売部門の監視
①小売電気事業者に対する指導・勧告

2016年4月には電気の小売事業への参入が全面自
由化され、家庭を含む全ての需要家が電力会社や
料金メニューを自由に選択できることとなりまし
た。こうした中、電気の小売供給に関する取引の
適正化を図るため、「電力の小売営業に関する指針」
を踏まえ、需要家への情報提供や契約の形態・内
容などについて、電気事業法上問題となる行為を
行っている事業者に対して指導を行うなど、事業
者の営業活動の監視などを行っています。

具体的には、2019年度には以下のような事案に
ついて指導、勧告などを実施しました。

（ア）勧告
● 東京電力エナジーパートナー株式会社へ行った勧告

東京電力エナジーパートナー株式会社は、2016年
10月から2018年2月までの間、需要家に対し、訪問営
業又は電話営業により電力供給契約に係る供給条件
について説明した際、5,735件の需要家について、当
該説明の際に交付しなければならない書面（契約締結
前交付書面）を交付していませんでした。また、同社
は、2017年5月から2018年1月までの間、ガス供給契
約についても、6,606件の需要家について、契約締結
前交付書面を交付していませんでした。

このため、電力・ガス取引監視等委員会は、2018
年3月、電気事業法に基づき、（i）契約締結前交付書
面を交付しなかった需要家に対し、適切な措置を講
ずること、（ii）需要家に対する契約締結前交付書面の

不交付事案が今後発生しないよう必要な措置を講ず
ること、（iii）上記（i）及び（ii）に基づいて講じた措置に
ついて、電力・ガス取引監視等委員会に対し、文書
で報告することを求める業務改善勧告を行いました。

●株式会社F-Powerへ行った勧告
株式会社F-Powerは、2017年11月1日付けで同社

が実施した約4,900件の需要家を対象とする小売供
給契約の変更（中途解約に係る違約金の対象範囲の
拡大を内容とするもの）について、需要家への通知
文書に変更内容を具体的に記載しないなど、需要
家に対する説明が不十分でした。

こ の た め、 電 力・ ガ ス 取 引 監 視 等 委 員 会 は、
2018年6月、同社に対し、説明を改めて実施するよ
う指導し、2018年8月、電気事業法に基づき、（i）今
後、電気事業法の説明義務に違反することがない
よう、需要家に対する説明方法の改善、役職員に
対する改善内容の周知徹底等必要な措置を講ずる
こと、（ii）上記（i）に基づいて講じた措置について、
自社が小売供給契約を締結している需要家に通知
すること、（iii）上記（i）及び（ii）に基づいて講じた措
置について、電力・ガス取引監視等委員会に対し
文書で報告することを求める業務改善勧告を行い
ました。

（イ）指導
●小売電気事業者A社へ行った指導

A社は、電気の小売供給契約締結の代理業務を行
うに際し、2017年8月から同年10月までの間に、需
要家から電気の小売供給契約の申込意思が示され
ていないことを知りつつ、当該契約の申込書を需
要家に無断で作成した上で、X社への電気の小売供

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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【第361-3-4】2018年7月のスポット市場高騰時の価格推移
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給契約の申込手続を行っていました。当該行為は、
需要家の意思に反し電気の小売供給契約の相手方
を変更するものであって、需要家の利益を著しく
害する行為であることから、2018年3月、A社に対し、
電力の適正な取引の確保を図るため、所要の改善
措置を採るとともに、速やかに実施するように指
導を行いました。

●小売電気事業者B社へ行った指導
B社は、B社との電気の小売供給契約の締結に係

る需要家の意思を確認しないまま、小売供給契約
の申込手続を行いました。当該行為は、需要家の
意思に反し、小売供給契約の相手方を変更するも
のであって、需要家の利益を著しく害する行為で
あります。よって2018年5月、B社に対し、電力の
適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置を
講じるように指導を行いました。

また、電力・ガス取引監視等委員会の相談窓口
などに寄せられた不適切な営業活動などに係る情
報について、事実関係の確認や指導を行うととも
に、独立行政法人国民生活センターと共同し、201
８年４月～ 2019年3月の間に相談事例の紹介及びア
ドバイスについてプレスリリースを2回行い、情報
提供しました。

（参考）プレスリリースの実施状況
第11回　2018年6月13日　 2018年6月8日まで相談内容

について
第12回　2018年12月20日　 2018年11月30日まで相談

内容について

事例1： 「電気料金が安くなる」と言われ資料を請求
したつもりが、いつの間にか契約が切り替
わっており、解約料を請求された事例

電力会社から「電気料金が安くなる。」という電
話があったが、契約するつもりはなかったので、
資料を請求するつもりで返事をした。後日、書面
が送られてきたが、請求した資料だと思い、内容
を詳しく確認せずにそのままにしていた。その
後、電気料金の明細書が届き、いつの間にか資料
を送ってきた電力会社との契約になっていると分
かり、驚いた。電力会社に「電話で契約するとは
言っていない。契約は成立していない。」と言った
ところ、電力会社は、「書面にはクーリング・オ
フについても書いてあり、解約をするなら8日以
内に通知を出せばよかった。契約は成立している
ので、解約するなら事務手数料を支払え。」と言っ
てきた。納得できない（2018年9月受付）。

事例2： 契約締結時の説明よりも高い料金を請求
され、知らない間に付随契約を締結させ
られていた事例

 現在の契約先とは別の小売電気事業者から、
「今よりも電気料金が5％割引になる。」という電
話勧誘を受けて契約したが、実際には安くなら
なかった。確認したところ、電気の契約に付随
するオプションに知らない間に加入させられて
おり、その料金も支払わされていた。解約して
他の小売電気事業者に切り替えたが、違約金の
支払いを求められている（2018年10月受付）

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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【第361-4-1】電力の小売全面自由化に関する相談件数の推移（委員会相談窓口）
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②間接オークション導入等に伴う電源表示ルールの改定
2018年10月より、連携線利用に関する公平性・

公正性の確保と卸電力市場の活性化を図るため、連
携線利用ルールを「先着優先」から市場原理に基づき
スポット市場を介して行う「間接オークション」へと
変更となりました。また、2018年5月より、小売電
気事業者の非化石電源調達目標の達成を後押しする
とともに、需要家の選択肢を拡大しつつ、FIT制度
における国民負担の軽減に資するべく、非化石価値
取引市場が新たに創設されました。

電源構成等の適切な開示方法などの需要家への情
報提供の在り方に関して、需要家の誤認等を防止す
るとともに、小売電気事業者間の公正な競争を確保
する観点から、「電力の小売営業に関する指針」にお
いて規定しております。「間接オークション」の導入
および非化石価値取引市場の創設に伴う市場環境の
変化を踏まえ、制度設計専門会合（2018年4月23日、
5月29日、6月19日、7月20日開催）にて審議を行い、
当審議会での議論を踏まえ、（ア）電力に付随する価
値と電力取引との関係、（イ）特定の電源・産地とし

ての価値が維持される条件、（ウ）需要家の誤認を招
かない表示ルールの整備等について「電力の小売営
業に関する指針」の改定が必要であると取り纏め、
電源表示ルール等の見直しを実施しました。
「電力の小売営業に関する指針」の改定について

は、2018年7月30日に開催された電力・ガス取引監
視等委員会の議決、同年7月30日から8月28日の間
に実施されたパブリックコメントを経て、同年9月
20日に電力・ガス取引監視等委員会が経済産業大
臣に建議しました。その後、9月28日付で、「電力
の小売営業に関する指針」は改定されています。

（2）卸部門の監視
電力・ガス取引監視等委員会では、旧一般電気事業者

の自主的取組や電力市場における競争状況を定点的に分
析・検証するため、四半期毎に電力市場のモニタリング
報告を実施しています。2019年3月末までに、制度設計
ワーキング・グループでの報告も含め、累計で16回にわ
たりモニタリングレポートを作成・公表しており、今後
も継続的に電力市場のモニタリングを行っていきます。

出典：独立行政法人国民生活センター作成
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【第361-4-2】電力の小売全面自由化に関する相談件数の推移

【第361-4-3】2018年7月～9月の報告における主要指標

出典：第35回制度設計専門会合　事務局提出資料（2018年12月17日）を基に電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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【モニタリングレポートの報告状況】
第28回 　制度設計専門会合（2018年3月29日）
第31回 　制度設計専門会合（2018年6月19日）
第33回　 制度設計専門会合（2018年9月20日）
第35回　 制度設計専門会合（2018年12月17日）

電力・ガス取引監視等委員会では、上記の定期的
なモニタリング等を通じ、卸電力市場の動向を監視
していますが、2018年4月1日～ 2019年3月31日ま
での期間では勧告の対象となるような問題行為は確
認されていません。

（3）送配電部門の監視
〇東北電力株式会社における工事費負担金誤精算

東北電力株式会社は、再エネ事業者を含む発電事
業者等が系統接続を行う際に支払う工事費負担金に
ついて、託送供給等約款に基づき工事費から撤去後
の資材の残存価額を差し引いて算定すべきところ、
差し引かずに算定したことにより、工事費負担金を
過大に請求していました。

本件は、2018年4月16日に、同社から電力・ガス
取引監視等委員会へ報告があり、これに対して同月
20日付で、原因究明及び再発防止策を求める報告徴
収を行うとともに、誤精算事案の対象者に対する返
金等の対応を進めるよう指示しました。同月26日、
報告徴収に対する回答を受け、電力・ガス取引監視
等委員会において検討を行った結果、本件事案につ
いては、法令違反であり、当該法令違反の規模、影
響が大きく、経営管理体制も不適切であることから、
同年5月16日付で同社に対し、業務改善勧告を発出
しました。具体的な内容は以下のとおりです。

（業務改善勧告の概要）
・工事費負担金の誤精算事案の対象者に対し、適切

な措置を講ずること
・工事費負担金の誤精算事案が今後発生しないよう

必要な措置を講ずること
・関係法令や約款等に関わる不適正事案を早期に把

握して改善できるよう、経営管理体制を含め必要
な措置を講ずること

・上記に基づいて講じた措置について、文書で報告
すること

（4）原価算定期間終了後の小売電気料金の事後評価
電気事業法等の一部を改正する法律（2014年法律

第72号。以下「第2弾改正法」という。）附則の経過措

置に基づく小売電気料金については、原価算定期間
終了後に毎年度事後評価を行い、利益率が必要以上
に高いものとなっていないかなどを経済産業省にお
いて確認し、その結果を公表することとなっていま
す。電力・ガス取引監視等委員会では、経済産業
大臣からの意見聴取を受けて、2018年度は以下の 

（ア）、（イ）の旧一般電気事業者に対して料金審査専
門会合において評価及び確認を行いました。

＜事後評価のポイント＞
（ア）�北海道電力、東北電力、東京電力ＥＰ、中部電

力、北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力
及び沖縄電力の審査基準に基づく評価

 「電気事業法等の一部を改正する法律附則に
基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」

（20160325資第12号）第2（7）④に基づく値下げ認
可申請の必要がないか確認を行いました。

（イ）�東京電力EPの追加検証
 下記（i）～（iii）の項目について、それぞれ確認を

行いました。
 （i）料金原価と実績費用の比較
 個別費目について、料金原価を合理的な理由無

く上回る実績となっていないか。
 （ii）規制部門と自由化部門の利益率の比較
 規制部門と自由化部門の利益率に大きな乖離はな

いか。乖離が生じている場合の要因は合理的か。
 （iii）経営効率化への取組
 経営効率化への取組は着実に進捗しているか。

（イ）の電力会社の選定理由
　○ 東京電力EP－審査基準の＜ステップ1＞電気事業利

益率による基準に該当し、かつ公的資金の投入が
されており、規模が大きく影響が広範であるため。

※ 関西電力については、原価算定期間終了前のた
め、事後評価の対象外。

＜料金審査専門会合の開催実績＞
 2018年　10月25日　第33回料金審査専門会合
 2018年　12月12日　第34回料金審査専門会合

＜事後評価の結果＞
（ア）�北海道電力、東北電力、東京電力ＥＰ、中部電

力、北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力
及び沖縄電力の審査基準に基づく評価

 第2弾改正法附則第16条第3項の規定によりなお
その効力を有するものとして読み替えて適用さ
れる同法第1条の規定による改正前の電気事業
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法（昭和39年法律第170号）第23条第1項の規定
による供給約款等の変更の認可の申請命令に係
る「電気事業法等の一部を改正する法律附則に
基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」

（20160325資第12号）第2（7）④に照らし、値下げ
認可申請の必要は認められませんでした。評価
の詳細は以下のとおりです。

審査基準のステップ1［電気事業利益率による基
準］では、個社の直近3か年度平均の利益率が10社
10か年度平均の利益率を上回る会社は、北海道電
力、東北電力、東京電力EP、中部電力、九州電力

及び沖縄電力の6社でした。ステップ１に該当した
6社について、審査基準のステップ2［超過利潤累
積額による基準］では、2017年度末超過利潤累積額
は一定水準額である事業報酬額を下回っており、ス
テップ2［自由化部門の収支による基準］では、直
近2年連続で自由化部門の収支が赤字となっていま
せんでした。以上より、原価算定期間を終了してい
るみなし小売電気事業者9社（2018年7月に値下げを
行った関西電力以外）について、審査基準に基づく
評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の検討
対象となる事業者はいませんでした。
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【第361-4-4】料金変更認可申請命令に係る審査基準

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

【第361-4-5】審査基準の適用結果
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（イ）東京電力EPの追加検証
料金適正化の観点から問題となるものは認められ

ませんでした。評価の詳細は以下のとおりです。
（i）料金原価と実績費用の比較

長期間にわたる原子力発電所の再稼働遅延等の
諸事情を踏まえると、個別費目の実績が不合理な
理由に基づき料金原価を上回っているものは認め
られませんでした。

（ii）規制部門と自由化部門の利益率の比較
規制部門と自由化部門の利益率の比較では、規

制部門（2.5％）と自由化部門（2.6％）の利益率はほ
ぼ同等であり、不合理な利益率の乖離はありませ
んでした。

（iii）経営効率化への取組
今回の事後評価では、緊急避難的な支出抑制・

繰延べはないことを確認しました。また、恒常的
な経営効率化の取組については、費目によって取
組の進捗にばらつきがあるものの、総額の実績は
料金原価認可時の計画値を上回っていました。経
営効率化による費目ごとのコスト削減額は、いず
れも前年度とほぼ同等の水準であり、経営効率化
の施策が恒常的な取組みとして行われていること
を確認しました。

以上を踏まえ、2018年度の事後評価の対象となっ
た事業者について、現行の認可料金に関する値下げ
認可申請の必要があるとは認められませんでした。

ただし、東日本大震災後の小売規制料金の値上げ
は、原子力発電所の再稼働遅延を主因とするもので
あったことに鑑みると、今後原子力発電所が再稼働
を果たした場合には火力燃料費等の負担が軽減され
ていくことから、料金原価への原子力利用率の織り
込み状況も踏まえ、そのコスト低減効果を需要家へ
の還元等に適切に充当するよう検討すべきです。ま
た、各社においては、今後とも料金原価と直近実績
の比較・経営効率化の状況・収支見通し等現行の経
過措置料金に関連した分かりやすい情報提供に努め
るとともに、安全対策・供給信頼度維持に不可欠な
投資は最優先に実施した上で、引き続き経営効率化
に真摯に取り組むことにより、コスト低減を進めて
いくべきであるとの評価を行いました。

（5）一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価�
我が国の電力系統を取り巻く事業環境は、人口減

少や省エネルギーの進展等により電力需要が伸び悩
む傾向にある一方で、再生可能エネルギーの導入拡

大による系統連系ニーズや経済成長に応じて整備さ
れてきた送配電設備の高経年化への対応が増大する
など、大きく変化しつつあります。

こうした事業環境の変化に対応し、将来の託送料
金を最大限抑制するため、一般送配電事業者におい
ては、経営効率化等の取組によりできるだけ費用を
抑制していくとともに、再生可能エネルギーの導入
拡大や将来の安定供給等に備えるべく、計画的かつ
効率的に設備投資を行っていくことが求められます。

以上のような問題意識の下、電力・ガス取引監視
等委員会は、託送料金の低廉化と質の高い電力供給
の両立の実現を目指して、2017年度託送収支や経
営効率化に向けた取組等を分析・評価しました。

①託送収支の状況
2017年度の当期超過利潤累積額について、託送

供給等約款の変更認可申請命令（値下げ命令）の発動
基準となる一定の水準を超過した事業者はいません
でした（ストック管理）。また、想定単価と実績単価
の乖離率について、変更認可申請命令の発動基準を
超過した事業者はいませんでした（フロー管理）。東
京電力PGについては2017年度収支から廃炉等負担
金を踏まえて厳格な値下げ基準が適用されることと
なりましたが、当該基準に達していませんでした。

収入面においては、節電・省エネ等により電力需
要が減少したため、中部電力、北陸電力、九州電力、
沖縄電力を除く6社で実績収入が想定原価を下回り
ました。

費用面においては、東京電力PG、関西電力、九
州電力の3社については、主に設備関連費の減少に
より実績費用が想定原価を下回り、他の7社につい
ては、主に人件費・委託費等の増加により実績費用
は想定原価を上回りました。

この結果、2017年度の託送収支においては、中
部電力、九州電力を除く8社で当期超過利潤がマイ
ナス（当期欠損）となりました。

②効率化に向けた取組状況
（ア）経営効率化の実施状況

各社とも、前回の事後評価で紹介された他社の優
れた取組について検討を進め、可能なものは自社に
取り込むなど、費用削減に向けた取組を着実に進め
ていました。一方で、東京電力PG以外の各社におい
ては、送配電部門全体としての効率化の実績・見通
し・目標や個別取組に関する説明が必ずしも具体的・
定量的ではないこと等が課題として指摘されました。
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中長期的なコスト削減目標を掲げて自社の対応や
取組を説明していくことは、公共性のある財・サー
ビスの提供を独占的に担う送配電事業においては極
めて重要です。また、目標を掲げるからこそ効率化
等の取組が加速される側面もあります。

各社においては、系統利用者や最終的な費用負担
者である需要家にわかりやすいかたちで、効率化に
向けた様々な努力やその全体像を具体的かつ定量的
に説明していくことが期待されます。

（イ）調達合理化に向けた取組状況
（i）仕様の統一化

仕様の統一化について、前回の事後評価で各社
が掲げた今後の取組の進捗状況を確認したとこ
ろ、例えばコンクリート柱などの配電機材に関す
る仕様統一化に向けた検討の場として全10社か
らなる作業会を立ち上げるなど、新たな動きもみ
られました。また、各社においては、架空送電線、
ガス遮断器、6.6kV地中ケーブルについて、仕様
統一化や調達改革に向けた自主的ロードマップを
策定しています。

付属品や個別の要求仕様（オプション）など、基
本仕様に上乗せした各社独自の仕様の存在が調達
市場の規模を小さくし、調達コストの上昇につな
がっている可能性もあります。また、設備仕様の
共通化は災害時等の復旧作業の円滑化等に資する
とも指摘されています。

各社においては、JIS規格の採用といった取組
だけではなく、付属品や個別の要求仕様の事業者
間の差の実態を把握してその必要性を精査し、国
際調達を可能にすることも含め、可能な限り仕様
の標準化・共通化を進めるよう取り組むべきです。

（ii）競争発注比率／発注方法の工夫・改善
各社の送配電部門の競争発注比率は上昇基調に

あり、直近では70%超のグループと30 ～ 50%程度
のグループに大別されます。競争発注比率が相対
的に低い北海道、中部、中国、四国、九州においては、
特に配電工事にかかる比率が低くなっていました。

また、今回の事後評価では、比較的取組が進ん
でいる東京電力PGの取組状況を確認したところ、
取引先へのヒアリング結果を踏まえて発注区分の
細分化、入札要件の緩和、発注図面の標準化等に
取り組むことで地元の中小・中堅企業による受注
範囲の拡大を図るとともに、入札への参入を要請
することで他エリアや通信系の工事会社などに新

規取引先を拡大していました。また、競争により決
定した取引先と協働して仕様を含む発注方法や製
造工程を見直し、コスト削減による利益を共有する
といったWin-Winの関係構築に努めていました。

各社においては、競争発注比率を可能な限り高
めていくとともに、今回紹介された取組事例も参
考に、発注方法の更なる工夫・改善に向けて継続
的に取り組むべきです。

（ウ）調達単価・工事費負担金の状況
（i）調達単価（単位当たりコスト）の比較分析

送電設備（鉄塔、架空送電線、地中ケーブル）の
単位当たりコストについては、立地場所や設備の
スペックなど事業者側では制御困難な工事の個別
性を考慮して比較したところ、中部電力（鉄塔）、
東北電力・沖縄電力（架空送電線）は他社よりも割
高な単価となっている可能性が示唆されました。
また配電設備(鉄筋コンクリート柱）については、
全社ともに単位当たりコストが上昇傾向にあり、
中でも中部電力は割高な単価となっている可能性
が示唆されました。さらに、公表データの分析に
より、各国間で法規制等様々な要因が異なること
から単純比較は困難であるものの、日本の送電線
及び鉄塔の単位当たりコストは海外よりも高い可
能性も示唆されました。

各社においては、今回公表された調達単価水準
の分析等も参考にしながら、調達コストのたゆま
ぬ削減に向けて取り組んでいくべきです。

（ii）系統連系する際の工事費負担金の比較分析
新たに発電設備を設置しようとする者が系統連

系する際に負担する工事費負担金工事に係る費用
のうち電源線の敷設費用についても、物品費と工
事費を含めた単位当たりコストを分析したところ、
エリアごとの差はあるものの、10社平均でみると、
鉄塔については工事費負担金工事の方がそれ以外
の系統拡充・更新工事よりも安く、架空送電線に
ついては工事費負担金工事の方が高い傾向にあり
ましたが、その主な要因としては工事費負担金工
事の場合は1回線鉄塔の割合や送電線のkm当たり
コストに占める固定費の割合が高いこと等が考え
られ、必ずしも工事費負担金工事かどうかで顕著
な差は生じていない可能性が示唆されました。

再生可能エネルギーの更なる導入拡大等を図る
ためにも、各社においては、工事費負担金工事に
ついても調達コストの削減に向けて取り組んでい
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くことが求められます。
なお、発電設備設置者自らが自営線を整備する

ことで工期を短縮する等により、経済的メリットを
享受する事例もありました。系統連系に当たっては、
用地交渉等の困難性を考慮しつつも、工事費負担
金工事に要する工期等についてより正確な見積も
りを提示していくことが期待されます。また、系統
利用者である発電側に多様な選択肢を提供する観
点から、一般送配電事業者が工事を行う工事費負
担金工事以外の選択肢があることは適切に説明さ
れるべきです。

③中長期的な安定供給等適切なサービスレベルの確保に
向けた取組状況

（ア）計画的かつ効率的な高経年化対策の推進
2017年度の設備更新計画と実績を確認したとこ

ろ、概ね計画どおりに実施されていました。また、
設備更新計画の見直し状況を確認したところ、計画
変更がある場合は、設備の劣化状況を再精査の上、
更新時期・数量を見直し、工事量を平準化させる方
向で変更されていました。さらに、アセットマネジ
メントシステムの導入など、IoTやAI等を活用する
ことで、より計画的かつ効率的に高経年化対策を進
めていこうとする動きもみられました。

一方で、グループ全体の収支・財務状況等を考慮
して修繕等を一時的に繰延べた事業者もいました。ま
た、系統連系工事の増加に伴う施工力上の問題や託
送収支の悪化を理由に、高経年化に係る足元の設備
更新計画の見直しを行っている事業者もいました。

高度経済成長期に整備された設備が今後設備更新
の時期を迎えます。こうした中、一般送配電事業者
が求められるサービスレベルを将来にわたりできる
限り効率的に維持し、将来の託送料金を最大限抑制
するためには、劣化更新時期の延伸化措置や工事の
平準化に向けた検討等を継続的に行って計画を随時
見直しつつ、着実に高経年化対策を進めていくべき
です。また、対策を進めるにあたっては、新規・拡
充工事を含む設備投資計画全体との整合性も求めら
れます。

各社においては、再生可能エネルギーの導入拡大
や人口減少といった事業環境の変化も踏まえ、将来
の系統がどうあるべきか検討しつつ、中長期的視点
で計画的かつ効率的に設備投資や高経年化対策を進
めるべきです。また、その取組状況を適切に説明し
ていくことが求められます。

（イ）一般送配電事業者が提供するサービスレベルの
確認・評価

今回の事後評価においては、一般送配電事業者が
提供するサービスレベル（成果・アウトプット）につ
いて多角的に評価すべく、停電等の状況に加え、新
規に系統連系する際の対応等について確認を行いま
した。

各社の一需要家当たりの停電回数及び停電時間に
ついてみると、大規模災害を除き低水準で安定して
いました。系統への接続検討の申込に対する回答の
遅延割合についてみると、東京電力PG、東北電力、
北海道電力、九州電力の4社については全10社平均
を上回っていました。

各社においては、安定供給や市場競争の基盤とな
るサービスの質を適切に確保していくべきです。

（6）法的分離に伴う行為規制
電気事業法等の一部を改正する等の法律（2015年

法律第47号）において、送配電部門の中立性を一層
確保するため、2020年度から一般送配電事業者と
送電事業者の法的分離を実施し、あわせて、一般送
配電事業者とその特定関係事業者（以下「一般送配電
事業者等」という。）及び送電事業者とその特定関係
事業者（以下「送電事業者等」という。）に行為規制を
導入することが規定されたところ、その詳細は経済
産業省令に定めることとされています。 

そこで、電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専
門会合において一般送配電事業者等及び送電事業者
等にかかる行為規制の詳細や監視の在り方等につい
て議論を行い、「一般送配電事業者及び送電事業者
の法的分離にあわせて導入する行為規制の詳細につ
いて」を取りまとめました。さらに、「一般送配電事
業者及び送電事業者の法的分離にあわせて導入する
行為規制の詳細について」を踏まえ、電力の適正な
取引の確保を図るために必要な行為規制を内容とす
る電気事業法施行規則等の改正を、2018年6月に電
力・ガス取引監視等委員会から経済産業大臣に建議
しました。建議を踏まえ、行為規制の具体的な内容
等を定めるため、2018年12月に電気事業法施行規則

（平成7年通商産業省令第77号）の改正を行いました。

（主な行為規制等の内容）
（ア）情報の適正な管理のための体制整備等

（i）建物を発電・小売電気事業者等と共用する場
合には、別フロアにするなど物理的隔絶を担保
し、入室制限等を行うこと
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（ii）一般送配電事業者及び送電事業者は、自らの
託送供給等業務の実施状況を適切に監視するた
めの体制整備を行うこと

（iii）内部規程の整備、従業者等の研修・管理などの
法令遵守計画を策定し、その計画を実施すること　等

（イ）社名、商標、広告・宣伝等に関する規律
以下の行為を禁止行為として規定

（i）一般送配電事業者がグループの小売電気事業者
又は発電事業者と同一であると誤認されるおそ
れのある商号、商標を用いること

（ii）一般送配電事業者がグループ内の小売電気事
業者又は発電事業者の営業活動を有利にする広
告、宣伝その他の営業行為を行うこと　等

（ウ）業務の受委託の禁止の例外
（i）一般送配電事業者及び送電事業者がグループ内

の発電・小売電気事業者等及びその子会社等に例
外的に送配電業務を委託することができる要件

（ii）一般送配電事業者及び送電事業者がグループ
内の発電・小売電気事業者から発電・小売業務
を例外的に受託することができる要件等

（エ）グループ内での取引に関する規律の詳細
取引規制の対象となる一般送配電事業者と「特殊

の関係のある者」を以下の通り具体的に規定
（i）グループ内の発電・小売電気事業者等の子会社

等及び関連会社 

（ii）グループ内の発電・小売電気事業者等の主要
株主

（オ）取締役等及び従業者の兼職に関する規律の詳細
（i）取締役等の兼職禁止の例外について具体的に

規定
（ii）兼職禁止の対象となる従業者の範囲を具体的に

規定

（7）電気の経過措置料金に関する検討
電気の経過措置料金については、2016年4月に電

力の小売全面自由化を実施した際、低圧（家庭用等）
には、経過措置として旧一般電気事業者の規制料金

（「経過措置料金」）も存続させましたが、経過措置
は、自由料金の事実上の上限として機能していると
ころ、供給区域ごとに競争状態を見極め、2020年4
月（送配電分離）以降、解除していく仕組みとなって
います。

経過措置の解除に当たっては、各地域で「規制な
き独占」となって不当な値上げが生じることのないよ
う、競争状況を十分見極めた慎重な検討が必要であ
り、競争研における議論においては、（i）消費者等の
状況、（ii）十分な競争圧力の存在、（iii）競争の持続的
確保を総合的に判断する必要があるとし、下図のと
おり具体的な解除基準案を取りまとめました。

2018年9月13日付けで経済産業大臣から、電力・
ガス取引監視等委員会に対して、以下の事項につい
て意見照会があったことを踏まえ、同委員会の下に

設置された「電気の経過措置料金に関する専門会合」
が専門的観点から、調査・審議を行っております。
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5．�電力市場の更なる効率化、競争促進
のための取組

（1）電力市場での競争促進策の検討
電力市場及びガス市場における競争を促進する

ことによって、需要家の利益を最大化し、電気事
業及びガス事業の健全な発達を図る観点から、こ
れらの市場の競争促進策（競争評価、卸取引、小売
取引のあり方等）を検討する必要があります。

このため、電力・ガス取引監視等委員会事務局
長の私的懇談会として、2017年10月より競争的な
電力・ガス市場研究会（以下「競争研」という。）を設
置し、電力システム改革の趣旨を踏まえて、より
一層競争を促進していくため、電力市場における
競争促進策の検討を行いました。

具体的には、（ア）電力事業における市場の画定
の理論的整理を行ったうえで、（イ）小売電力市場
と（ウ）卸電力市場について、それぞれの競争政策
上の課題の検討を行いました。加えて、電気事業
法等の一部を改正する法律（2014年法律第72号）附
則第16条の規定による経過措置料金規制について、
2019年4月より「指定旧供給区域」の指定の要否の判
断が可能となりました。以下がその概要です。

（ア）電力事業における市場の画定の理論的整理
市場画定の理論的、実務的な目的・位置づけ等

については、独禁法においても多くの議論がある
が、客観的、論理的な議論を進める上で有用です。
事業法の観点からも、独禁法における市場画定の
考え方を踏まえて、市場支配的事業者の行為等に
よってどのような市場で競争に歪みが生じる可能
性があるかを検討し、必要な措置を検討すること
が有益です。

競争研における議論では、電力事業における市
場画定として、需要家にとっての代替性と供給者
の供給する電力供給の特性（価格体系、関連サービ

スの有無等）を基礎として、小売電力市場と卸電力
市場のそれぞれについて、地理的範囲と商品範囲
について市場画定をどのように考えるべきか、基
本となる考え方の整理を行いました。

（イ）小売電力市場における競争政策上の課題
小売電力市場における競争政策の課題として、

以下の3点について検討を行いました。

（i）電力市場における差別対価・マージンスクイーズ
一部地域の旧一般電気事業者が、新電力にスイッ

チングしようとする顧客や公共入札を行う顧客な
ど特定の顧客に対し、非常に安い価格（託送費を
除き5円～ 8円/kWhとの報告もあり、機会費用を
下回る可能性がある。）で小売供給を提案する事例
や、旧一般電気事業者が顧客に対する営業活動の
際、「必ず、新電力より安い小売価格とする。」といっ
た（新電力の実際の提案価格をそもそも考慮しな
い）最低価格保証ないし実質的に類似する効果を持
つ営業活動を行う事例等があるとの指摘があった。
これについては、不当な参入阻止戦略ないし、市
場閉鎖をもたらす戦略として、典型的なものでは
ないかとの指摘があり、今後、対応が検討される
必要があるとの整理を行いました。

また、電源アクセスに関するイコール･フッティ
ングが確保されていない状況において、旧一般電
気事業者が、合理的な価格で卸供給を行わない一
方で、新電力にスイッチングしようとしている顧
客など特定の顧客に対してのみ、差別的に、調達
可能価格以下の水準による小売供給（以下「差別的
廉売」という）を提案し、又は実施することは、競
争を歪める可能性が高いと考えられます。このよ
うなケースを主に念頭に置きつつ、旧一般電気事
業者が差別的廉売を行う場合における適切な規制
を現行事業法のガイドライン等において行うこと
が検討される必要があるとの整理を行いました。
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【第361-4-7】経済産業大臣から意見照会を受けた検討事項

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

・電気事業法等の一部を改正する等の法律（2015年法律第47号）第12条の規定による改正後の
電気事業法等の一部を改正する法律（2014年法律第72号）附則第16条第1項及び第2項に規定
する指定旧供給区域の指定及び指定解除に係る基準

・当該基準に照らした各供給区域における競争状況の評価（必要に応じて、競争を促進するた
めの方策の提案を含む。）

・実効的な事後監視の仕組み、その他必要と考えられる事項
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（ii） セット割引
旧一般電気事業者又は旧一般ガス事業者が、電

力とガスをセットで購入する顧客に対してのみ、
電力又はガス料金について、大幅な割引を提供す
る事例があるとの指摘があります。一般論として
は、セット割引は、競争政策の観点から、通常は、
特に問題となるものではないが、例えば、旧一般
電気事業者が、電力とガスをセットで購入する顧
客についてのみ、電力料金を大幅に割り引くこと
によって、ガス事業者の事業運営を困難にする可
能性があります。（単品購入では割り引かず）セッ
ト購入の場合にのみ、あえて、そのような大幅な
割引を行うことについて、正当な理由が存在しな
いときは、旧一般電気事業者又は旧一般ガス事業
者が市場支配力を利用して競争者を排除しようと
する不当な行為になりうるものとして、競争政策
の観点からの規制が検討される必要があるとの整
理を行いました。

（iii）部分供給
旧一般電気事業者が顧客に対して、全量供給（＝

部分供給の廃止）を条件として割引を行う行為は、
電源アクセスに関するイコールフッティングが確
保されていない現状においては、新電力が対抗す
ることを困難にして、部分供給を制度として設け
た趣旨を損ない、問題となり得ます。また、そも
そも、自社とのみ取引を行うことを条件として、
割引を供与することは、それが新電力の事業を困
難とする恐れがある場合には、独占禁止法上も排
他条件付取引として違法なものとなり得るとの指
摘がありました。

一方で、部分供給については、そもそも本来の
制度趣旨に立ち返って、部分供給の現在の在り方
と本来あるべき姿について議論が必要との指摘も
ありました。

（ウ）卸電力市場における競争政策上の課題
沖縄以外の地域については、卸電力取引所にお

ける取引量増大によって、市場閉鎖が生じるリス
クはある程度減少しています。ただし、取引所の
価格変動が大きく、特に、ピーク時には、安定的
な調達が困難になり、垂直統合事業者の小売部門
と比べれば、不利な状況になりうることから、今
後も流動性向上に努める必要があります。加えて、
発電能力が偏在し、かつ、市場分断も頻発する状
況においては、諸外国と比べても、取引所市場に

おける価格操作のリスク可能性が存在することに
注意する必要があり、適切な監視が必要です。

この点については、ベースロード市場の創設に
よって、旧一般電気事業者と新電力の間における
電源アクセスのイコールフッティングが改善する
ことが期待されるが、仮に、改善が不十分と判断
される状況であれば、ベースロード市場の仕組み
のさらなる改善等が検討される必要があります。

また、電源開発株式会社の電源は、我が国の発
電能力の10％弱を占めており、その多くは可変費
の安い石炭又は水力発電所であって、小売電気事
業者の競争上も重要な位置づけを占めています。
これらの電源のうち小売全面自由化以前に稼働し
たものについては、旧一般電気事業者との間で長
期間にわたる基本契約が維持されているが、仮に
当該基本契約による拘束が継続することで、（場合
によっては、他の基本契約の継続等とあいまって、
累積的に）新電力との競争環境を歪める場合には、
競争政策の観点から、切り出しその他新電力が電
発電源を利用しうる方策について検討が必要とな
ります。

なお、当該対応の要否の検討にあたっては、新
電力が小売市場（その部分市場を含む）における公
正な競争を行うために必要となる取引所内外から
の用途に応じた電源調達の可能性等を踏まえた競
争条件のイコールフッティングが図られることが
重要であり、例えば、今後創設されるベースロー
ド市場において旧一般電気事業者や電源開発が電
気を供出する際の対応（適切な価格による売入札が
行われるか等）が適切なものとなっているか否かな
どが判断の要素となるものと考えられます。

（2）卸電力取引の活性化
電力システム改革の目的である小売電気事業者

間の競争を通じた安定的かつ安価な電力供給を実
現するためには、小売電気事業者が小売供給に必
要な電源を市場から調達できるだけの卸電力市場
の活性化が不可欠となっています。このため、制
度設計専門会合では、卸電力市場の活性化に向け
た取組などについての議論を行っています。

具体的には、制度設計専門会合において、（ア）
旧一般電気事業者による自主的取組の改善、（イ）
グロスビディングによるスポット市場活性化策の
検討、（ウ）先渡市場や時間前市場の活性化策の検
討などを実施しています。

まず、（ア）旧一般電気事業者による自主的取組
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の改善については、「電力システム改革専門委員会
報告書」（2013年2月）において、旧一般電気事業者
は必要な予備力を除く余剰電力を限界費用ベース
で全量市場へ供出する旨の整理が行われていると
ころ、旧一般電気事業者へのヒアリングなどを通
じ、小売部門の予備力削減や入札制約の合理化な
どの改善を提案することで、自主的取組の更なる
改善を推進し、卸電力市場の流動性の向上を実現
しました。また、旧一般電気事業者が電源開発株
式会社の保有する電源（以下「電発電源」とする。）と
長期相対契約を締結している現状を踏まえ、契約
内容の分析やヒアリングなどを通じ、電発電源の
更なる切出しを実現しました。

次に、（イ）グロスビディングによるスポット市
場活性化策については、諸外国における卸電力市
場の活性化策も踏まえつつ、卸電力市場の流動性
向上や価格指標性の向上、社内取引価格の透明性
向上などを目的として、旧一般電気事業者の社内
取引の一部又は全部について、必要量の買戻しを
前提に取引所を介して売買するグロスビディング
の導入に向けた取組を実施しました。電力・ガス
取引監視等委員会においては、第28回制度設計専
門会合（2018年3月29日）において、旧一般電気事業
者9社のグロスビディングの取組状況を分析し、そ
の取組は着実に進展しており、当初の目的を一定
程度果たしていることを確認しました。今後、制
度設計専門会合において継続的にモニタリングし、
より効果的な実施方法やその他改善策等について
も分析・検討を行うことを予定しています。

また、（ウ）先渡市場の活性化策については、（i）
中長期的な電源確保、（ii）取引所の価格固定、（iii）
発電設備の最大限活用などの先渡市場に期待され
る役割を十分に担うことができる市場へ変革する
ため、制度設計専門会合において先渡市場の課題
や改善策等について議論を行いました。市場範囲
を全国1つから、東日本・西日本の2エリアにする
などの改善策を2018年8月から実施することとしま
した。また、時間前市場については、市場の厚み
に対する信頼性の確保、取引利便性の向上、FITイ
ンバランス特例制度の見直し等の他制度への対応
といった観点からの取引の円滑化や活性化策につ
いて論点整理を行いました。今後、事業者へのア
ンケート等を行い、更に検討課題を深掘りしてい
くこととしました。

その他、沖縄地域における卸電力市場の活性化
策の検討などを実施しました。

（3）間接オークション・間接送電権の導入
地域間（エリア間）連系線の利用については、従

来、「先着優先」と「空おさえの禁止」を原則として、
広域機関によって利用計画が管理されていました。
貫徹小委中間とりまとめにおいては、連系線利用
ルールを見直すことで、公正な競争環境の下、送
電線の利用と広域メリットオーダーの達成を促し、
さらなる競争活性化を通じて電気料金を最大限抑
制し、事業者の事業機会の拡大を実現していくこ
とが適当とされました。また、公平性・公正性を
確保するとともに、卸電力市場の取引量増加を図
るため、現行連系線利用ルールを「先着優先」から、
市場原理に基づきスポット市場を介して行う「間接
オークション」へと変更することを軸にルールの見
直しを行うこととされました。その後、2017年7月
の制度検討作業部会の第一次中間論点整理におい
て、「先着優先」に基づく連系線の利用登録の受付
を停止する形で間接オークションが導入されるこ
ととされ、2018年10月から間接オークションが導
入されました。間接オークションの開始後、前日
スポット市場の約定量は、間接オークションの開
始前に比べて、1.5倍に増加しました。スポット市
場の約定量は引き続き増加しております。

日本卸電力取引所（JEPX）の前日スポット市場に
おいては、全国の参加者が売り買いの入札を行い、
売り札についている最も価格の安いものから、買
い札については最も価格が高いものから約定する
よう約定計算が行われます。こうした約定計算を
行う際、連系線をまたぐ取引の量が計算され、全
ての取引が連系線の空容量の範囲内で取引を行う
ことができれば、全国一律の価格（システムプライ
ス）に決定されます。他方で、連系線の空容量の範
囲内では取引できない場合、連系線の空容量を勘
案し、各々の連系線を最大限活用するよう、改め
て約定計算が行われます。こうして連系線混雑を
考慮し約定計算をした結果、エリアごとに計算さ
れるスポット価格（エリア価格）が異なる場合があ
り（市場分断）、このエリア間の価格の差異を「エリ
ア間値差」と称します。

貫徹小委や制度検討作業部会においては、先着
優先から間接オークションへの移行やBL市場等の
卸電力市場活性化策の実施に伴い、エリア間値差
がより多くの事業者に影響を及ぼしうることを踏
まえ、こうしたリスクを軽減する仕組みが必要と
の議論が行われてきました。

諸外国においても、例えば、米国のPJMエリア（ペ
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ンシルバニア州､ ニュージャージー州､ メリーラ
ンド州､ バージニア州及びデラウェア州）において
は、地点別の限界価格（LMP）に頻繁に値差が発生
することによる事業者のエリア間値差の負担リス
クを減少させられるよう、エリア間の値差発生リ
スクを軽減する間接送電権の仕組みが整備されて
います。

上記を踏まえ、我が国においても、①ベースロー
ド市場を含む先渡市場や、前日スポット市場、相
対取引等における、エリアをまたぐ広域的取引の
環境の整備、②連系線の効率的な利用、③間接送
電権の取引の透明性の確保という視点を踏まえな
がら、取引参加者にとっての利便性や、ベースロー
ド市場を含む先渡市場の活性化にも留意しつつ間
接送電権の仕組みを整備することとなり、2019年4
月から間接送電権市場の取引を開始しました。

（4）�効率性向上のための送配電網の維持・運用費用
の負担の在り方

制度設計専門会合では、2015年秋以降、効率性
向上のための送配電網の維持・運用費用の負担の在
り方について、電力システム改革の進展など電力市
場を取り巻く環境変化を踏まえ、検討を進めてきま
した。2016年7月の第9回制度設計専門会合におい
て、それまでの検討内容を踏まえ、論点整理を行い
ました。具体的には、①発電事業者の負担の在り方、
②小売事業者の負担の在り方、③ネットワーク利用
の効率化の推進、と論点を大きく3つに分け、また、
それらは相互に深く関連することから、今後、一体
として、引き続き関係者の意見も聴きながら検討を
深めていくこととしました。

2016年9月、上記の各論点について検討を深める
ため、制度設計専門会合の下に送配電網の維持・運
用費用の負担の在り方検討ワーキング・グループ（座
長：横山明彦 東京大学大学院新領域創成科学研究
科 教授）が設置され、2017年6月、第6回会合におい
て、今後の検討課題について示した「検討すべき論
点」を公表しました。その後、2018年6月、全12回
にわたる議論の結果を中間とりまとめとして公表す
るとともに、その内容を踏まえた今後の託送料金制
度の見直しについて、経済産業大臣に対して建議を
行いました。

中間とりまとめにおいては、人口減少や省エネル
ギーの進展等による電力需要の伸び悩み、再生可能
エネルギーの導入拡大等による系統連系ニーズの拡
大、送配電設備の高経年化に伴う修繕・取替等の増
大など、電力系統を取り巻く環境変化に対応しつつ、
託送料金を最大限抑制しつつ必要な投資を確保すべ
く、①送配電設備を利用する者の受益や送配電関連
費用に与える影響に応じた公平、適切な費用負担の
実現、②一般送配電事業者だけでなく、送配電設備
の利用者である発電側・需要側両方に対して合理的
なインセンティブが働く制度設計、といった２点を
基本的な視座として、以下の４点を柱とする制度見
直しの方向性を示しています。

（i）発電側基本料金の導入
 ・  現行の託送料金原価の範囲を変えないことを前

提に、従来、小売電気事業者側（需要側）にのみ
負担を求めていた託送料金の一部について、そ
の受益に応じて発電側にも負担を求めること

（ii） 送配電関連設備への投資効率化や送電ロス削減
に向けたインセンティブ設計

【第361-5-1】連系線利用状況イメージ
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 ・  需要地近郊や既に送配電網が手厚く整備されて
いる地域など、送配電網の追加増強コストが小
さい地域の電源について発電側基本料金の負担
額を軽減すること

（iii）電力需要の動向に応じた適切な固定費の回収方法
 ・  送配電関連費用のうち固定費に関する部分につ

いては、原則として基本料金で回収する方向で
託送料金を見直すこと

（ⅳ）送電ロスの補填に係る効率性と透明性の向上
 ・  一般送配電事業者に送電ロスに係る情報の公表、

送電ロスの削減に向けた取組を促すとともに、
送電ロスの調達・補填主体を小売電気事業者か
ら一般送配電事業者へ移行することを基本とし
て検討を深めること

発電側基本料金の導入を軸とする制度見直しにつ
いては、2020年以降できるだけ早い時期を目途に
導入することを目指して、今後、制度の詳細につい
て検討を深めていくこととしています。

（5）容量市場の創設に向けた検討
かつての総括原価方式の枠組みの下では、発電投

資は規制料金を通じて安定的に回収されてきました。
総括原価方式と規制料金の枠組みによる投資回収の
枠組みがない中では、原則として、発電投資は市場
取引を通じて、または市場価格を指標とした相対取
引の中で投資回収されていく仕組みに移行していく
と考えられます。このため、固定価格買取制度の対
象となる再生可能エネルギー電源を除けば、大部分
の電源に係る投資回収の予見性は、従来の総括原価
方式下の状況と比較して、低下すると考えられます。

また、固定価格買取制度等を通じて、再エネが拡
大することになれば、従来型電源の稼働率が低下す
るとともに、再エネ電源が市場に投入される時間帯
においては市場価格が低下し、全電源にとって売電
収入が低下すると考えられます。その結果、電源の
将来収入見通しの不確実性が高まり、事業者の適切
なタイミングにおける発電投資意欲を更に減退させ
る可能性があります。

今後、仮に電源投資が適切なタイミングで行われ
なかった場合、電源の新設やリプレース等が十分に
なされない状態で、既存発電所が閉鎖されていくこ
ととなります。そのような場合には、中長期的に供
給力不足の問題が顕在化し、更に電源開発に一定の
リードタイムを要することから、①需給が逼迫する
期間にわたり、電気料金が高止まりする問題や、②

再エネを更に導入した際の需給調整手段として、必
要な調整電源を確保できない問題等が生じると考え
られます。

こうした状況を踏まえると、単に卸電力市場（kWh
価値の取引）等に供給力の確保・調整機能を委ねる
のではなく、一定の投資回収の予見性を確保する施
策である容量メカニズムを追加で講じ、電源の新陳
代謝が市場原理を通じて適切に行われることを通じ
て、より効率的に中長期的に必要な供給力・調整力
が確保できるようにすることが求められます。

貫徹小委中間とりまとめにおいては、こうした観
点から検討を進めた結果、一定量の供給力を確保す
ることができる「容量市場」は、①予め必要な供給力
を確実に確保することができること、②卸電力市場
価格の安定化を実現することで、電気事業者の安定
した事業運営を可能とするとともに、電気料金の安
定化により需要家にもメリットがもたらされること、
③再エネ拡大等に伴う売電収入の低下は全電源に影
響していること等を踏まえると、最も効率的に中長
期的に必要な供給力等を確保するための手段である
とされました。

また、こうした措置は、投資回収の予見性を高め
るための措置であり、必要な電源投資等のための総
コストは変わらない、もしくはリスクプレミアム等の
金利分が減少することから、中長期的に見た小売事
業者の負担はむしろ抑えられると評価されています。

ほとんどの自由化先進国において、前述した意義
に基づき、容量メカニズム等の投資回収の予見性を
高める施策が措置されています。一般に、容量メカ
ニズムは供給信頼度確保を目的として導入され、容
量市場は、長期的に必要な供給力を確保する観点か
らは、他の同種の制度よりも、より良いと考えられ
ています。

制度検討作業部会においては、貫徹小委中間とり
まとめを受け、容量市場の詳細制度設計について、
本作業部会におけるヒアリングや、広域機関におけ
る検討も踏まえつつ、検討を行っています。検討さ
れている容量市場は、広域機関がピーク需要時に必
要な容量を確保し、小売事業者がピーク需要時の需
要の比率に従って費用を負担する仕組みが想定され
ています。容量市場は2020年度から取引を開始し、
2024年度に容量契約の発効を行うべく詳細検討を
行っています。
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（6）需給バランス調整のための調整力確保
①調達力の調達・運用の改善

2016年4月1日に、電力小売全面自由化や新たな
ライセンス制の導入を定めた第2弾改正法が施行さ
れ、これまで旧一般電気事業者（以下「旧一電」とい
う。）が自社の発電設備を用いて行ってきた、系統全
体の周波数維持などの高品質な電力供給を確保する
業務であるアンシラリーサービスは、一般送配電事
業者が担うこととなりました。また、一般送配電事
業者は、アンシラリーサービスの実施に必要な電源
などを調整力として発電事業者などから調達すると
ともに、その調整力の確保に必要なコストは託送料
金で回収される仕組みとなりました。この仕組みに
より、発電事業者などによる競争が進み、多様な発
電事業者などの参画による調達が可能な調整力の量
の増大や、質の向上、一般送配電事業者による更な
る効率的な調整力の活用が期待されています。

この仕組みは、一般送配電事業者による調整力の
調達が公平性・透明性を確保した上で行われること
を前提として機能するものであることから、2016
年度から行われている一般送配電事業者による調整
力の調達は、原則として、公募などの公平性かつ透
明性が確保された手続により実施する必要がありま
すが、その手続の具体的な内容は各一般送配電事業
者に委ねられていました。

このため、事前に一般送配電事業者による適切な
調整力の調達の在り方について基本的な考え方を示
し、調整力の公募調達が公平性・透明性を確保した
形で円滑に開始できるよう、電力・ガス取引監視等
委員会の下に設置した制度設計専門会合において、
公募調達の公平性・透明性を担保するための考え方、
望ましいと考える公募調達の実施方法などをその内

容とする「一般送配電事業者が行う調整力の公募調
達に係る考え方」を取りまとめ、2016年9月26日に
電力・ガス取引監視等委員会として経済産業大臣に
対して建議を行いました。

その後、本建議を踏まえ、経済産業大臣により、「一
般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え
方」（以下「公募ガイドライン」という。）が制定され、
一般送配電事業者は当該考え方に基づき、調整力の
公募調達を実施しています。

（i）2019年向けの公募調達の実施に向けた改善
2019年度の公募に向け、電力・ガス取引監視等委

員会では更なる改善の必要性などについて、発電、
小売事業者やディマンドリスポンス事業者などに対し
てアンケートを実施し、その結果を踏まえた公募の改
善要請を一般送配電事業者に対して実施しました。

その結果、2018年6月の制度設計専門会合におい
て、最低容量の引き下げ、ペナルティ要件の緩和等
の改善策が了承され、2018年秋に実施される公募
から当該改善策が実施されることとなりました。

（ii）2017年度の調整力の稼働実績に係る分析
2017年度は公募により調達された調整力の運用

が開始された初年度であったことから、2017年度1
年間分の調整力の稼働データを用い、2018年5月、
大きな不足インバランスが発生した回数とその要
因、それに対して一般送配電事業者が調整力を用い
てどのように対応したかを分析しました。また、合
わせてH3需要の7%を超える不足インバランスが発
生した主要因の分析を行った結果、九州及び四国エ
リアにおいて、FIT特例①（太陽光）予測外れを主要
因とするものが多くあることを確認しました。今後、

【第361-5-2】容量市場創設後の収入

出典：資源エネルギー庁作成
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太陽光発電はさらに増加すると見込まれ、太陽光の
発電計画の予測精度を高めていくことが重要である
ことから、発電計画の予測精度改善に向けた方策等
について検討していくこととしました。

（iii）電源Ⅱの事前予約の適正化
太陽光発電等の大きな予測外れが発生した際、エ

リア内に電源Ⅱ余力が残っていなければ対応できな
いケースがあり、そうしたケースにおいて、一部の
一般送配電事業者は、スポット市場前にエリア内の
旧一電（発電・小売部門）に一定量の電源Ⅱを確保し
ておくよう要請（電源Ⅱの事前予約）していることが
判明しました。電力・ガス取引監視等委員会は、こ
うした電源Ⅱの事前予約について、透明性・公平性
等の観点で望ましい方法について検討を求めていま
した。

電力広域的運営推進機関における検討の結果、
2021年度に予定される需給調整市場開設までの暫
定対応として、必要なケースには電源Ⅱの事前予約
を認めるべきとの結論が得られたことを踏まえ、制
度設計専門会合において、電源Ⅱの事前予約におけ
る市場支配力を有する者への規律の必要性の検討を
行い、発電機の選定や精算における規律を導入する
ことが決定されました。

②需給調整市場の創設
一般送配電事業者が電力供給区域の周波数制御、

需給バランス調整を行うために必要な調整力を調達
するにあたっては、特定電源への優遇や過大なコス

ト負担を回避しつつ、実運用に必要な量の調整力を
確保することが重要となります。

このような観点から、一般送配電事業者による
調整力の公募が2016年から実施されることとなり、
ディマンドリスポンス（DR）等の調整力も調達され
るようになっています。

貫徹小委中間とりまとめにおいては、今後、公募
結果を踏まえつつ、需給調整市場の詳細設計を行い、
一般送配電事業者が調整力を市場で調達・取引でき
る環境を整備することが適当であるとされました。
また、電力システム改革専門委員会報告書において
も、系統運用者が供給力を市場からの調達や入札等
で確保した上で、その価格に基づきリアルタイムで
の需給調整・周波数調整に利用するメカニズムを送
配電部門の一層の中立化に伴い導入することが適当
であると記載されています。

諸外国においても需給調整市場を開設し、調整力
を市場の仕組みを活用して前週や直前に調達してい
ます。同時に、欧米においては需給調整の広域化に
も取り組んでおり、例えば欧州は卸電力市場の広域
統合から、需給調整市場の広域統合へ、ルール整備
と実証を加速しています。

我が国においても、再エネの導入が進む中で、調
整力を効率的に確保していくことは重要な課題で
す。調整力公募は各エリアの一般送配電事業者がエ
リア内の調整力のみを調達していますが、効率的に
調整力を調達するためには、エリアを超えて広域的
に調整力を確保することも課題となっています。他
方で、各一般送配電事業者のシステムは、現状にお

【第361-6-1】需給調整市場の概要

出典：資源エネルギー庁作成
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いて、広域的な調整力の市場調達やその運用を前提
として構築されておらず、こうしたシステムの改修
や、実運用の変更を、日々の需給調整に支障を生じ
させない形で行うためには、ルール検討やシステム
構築を慎重に行っていく必要があります。

現在、関係者間において、需給調整市場の詳細設
計が進められており2021年からは再生可能エネル
ギーに対応する調整力が、2024年までにはすべて
の調整力が需給調整市場を通した調達に切り替わる
予定です。また各一般送配電事業者のシステム改修
にむけた検討や調整力の広域運用に向けた準備も並
行して進められております。

（7）非化石価値取引市場の創設に向けた検討
エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源

の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進
に関する法律（以下、「高度化法」という。）により、
小売電気事業者は、自ら調達する電気の非化石電源
比率を2030年度に44％以上にすることが求められ
ています。

しかし、卸電力取引所では、非化石電源と化石電
源の区別がされないため、非化石電源の持つ価値が
埋没し、非化石電源比率を高める手段として活用が
できません。結果、取引所取引の割合が比較的高い
新規参入者にとっては特に、非化石電源を調達する
手段が限定される状況になっており、高度化法の目
標達成が困難な面があります。

また、FIT電気（固定価格買取制度に基づき買い
取られた電気）の持つ環境価値（非化石価値を含む）
については、現状、賦課金負担に応じて全需要家に
均等に帰属するものと整理されており、国民負担の
軽減を図る観点から、その価値を顕在化するような
制度設計のあり方についてのさらなる検討が求めら
れているところです。

このような状況を踏まえ、新たな市場である非化
石価値取引市場を創設することによって非化石価値
を顕在化し、取引を可能とすることで、小売電気事
業者の非化石電源調達目標の達成を後押しするとと
もに、需要家にとっての選択肢を拡大しつつ、FIT
制度による国民負担の軽減を促すこととされました。

FIT電気に由来する非化石証書（FIT非化石証書）
の取引については、2018年5月に初回オークション
を開始し、四半期に一度の頻度でオークションを実
施しています。

また、FIT電気以外の再生可能エネルギー等の電
気に由来する非化石証書（非FIT非化石証書）につい

ては、2020年5月に取引を開始すべく、詳細設計の
検討を進めているところです。

なお、、本市場の創設に当たっては、上記の制度
趣旨を踏まえ、非化石価値を顕在化し、その価値に
適切な評価を与えることができるよう、以下のとお
り、非化石証書の有する環境価値と、需要家にとっ
ての選択肢拡大という非化石証書の主な役割につい
て基本的な考え方を整理しました。

（i）非化石証書の有する環境価値
電気の持つ環境価値としてはいくつかの概念が考

えられますが、①非化石価値（高度化法上の非化石
比率算定時に非化石電源として計上できる価値）以
外に、②ゼロエミ価値（CO2排出係数が0kg-CO2 ／
kWhであることの価値）や③環境表示価値（小売電
気事業者が需要家に対しその付加価値を表示・主張
する権利）が主なものとして挙げられます。

なお、非化石証書の購入者は販売する電気に非化
石証書を使用することで、こうした価値を需要家に
訴求することが出来ます。電力の小売営業に関する
指針において、電源構成表示に関しては、実際に受
電した電源の構成を表示するとの整理がなされてお
り、非化石証書を使用しても電源構成は変わらない
点に留意が必要ですが、同指針において、再エネ由
来の証書に関しては、電源構成外にて「実質再エネ
100％」等の表示することは許容することとしてい
ます。

（ii）需要家の選択肢の拡大
証書を購入した小売電気事業者は、非化石価値

（再エネ由来の価値）を電気とともに需要家に販売す
ることが可能となります。従って、例えば再エネの
推進に貢献したいと考える需要家は、数ある料金メ
ニューから、こうした小売電気事業者が提供する再
エネ価値付きのメニューを選択することで、実際に
貢献することが可能となります。需要家のニーズが
高ければ、非化石価値取引市場が積極的に活用され、
小売電気事業者のサービス多様化が図られることが
期待されます。

なお、2019年2月のオークションでは、非化石証
書に発電所情報等を付与した証書を調達できるよ
う、実証実験を実施しました。
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（8）�自由化の下での財務会計面での課題解決に向けた取組
2016年4月の小売全面自由化以降、総括原価方式

による料金規制の撤廃に伴い、電気事業の財務･会
計上の特性にも変化が生じました。このため、電力
分野の自由化を進めるに当たっては、これら制度変
更に伴う課題として、一般の事業においては問題と
ならないような、例えば、制度変更により事後的に
費用が増大する場合の対応費用をどのように回収す
るかが課題となり得ます。このため、財務･会計制
度や負担のあり方について、具体的な措置の検討
･審議を行うため、貫徹小委の下に｢財務会計ワー
キンググループ｣を設置し、小売全面自由化の下で
の原子力事故に係る賠償への備えに関する負担や
廃炉に係る会計制度のあり方に関する議論を行い、
2017年2月に結果をとりまとめました。

とりまとめで示された方向性を踏まえ、財務会計
面での課題解決に向け、2017年10月、2018年4月に
制度改正を実施しました。

①原子力事故に係る賠償への備えに関する負担のあり方
東京電力福島第一原子力発電所の事故後、原子力

事故に係る賠償への備えとして、従前から存在して
いた原子力損害賠償法に加えて新たに原子力損害賠
償･廃炉等支援機構法が制定され、現在、同法に基
づき、原子力事業者が毎年一定額の一般負担金を原
子力損害賠償･廃炉等支援機構に納付しています。
原子力損害賠償法の趣旨に鑑みれば、本来、こうし
た万一の際の賠償への備えは、東京電力福島第一原
子力発電所事故以前から確保されておくべきでした

が、政府は何ら制度的な措置を講じておらず（：制
度の不備）、事業者がそうした費用を料金原価に算
入することもありませんでした。従来、総括原価方
式の下で営まれてきた電気事業においては、一般の
事業と異なり、将来的な費用増大リスクを見込んだ
自由な価格設定を行うことはできず、料金の算定時
点で合理的に見積もられた費用以外を料金原価に算
入することは認められていませんでした。これは、
規制料金の下では、全ての需要家から均等に費用を
回収することとなるため、同じ電気を利用した需要
家間では不公平は生じないということを前提とし
て、その電気を利用した時点で現に要した費用（合
理的に見積もられた費用）のみ料金原価への算入を
認めるという考え方に基づいています。

しかし、2016年4月に小売が全面自由化され、新
電力への契約切替えにより一般負担金を負担しない
需要家が増加していることを踏まえ、賠償の備えを
小売料金のみで回収するとした場合、過去に安価な
電気を等しく利用してきたにもかかわらず、原子力
事業者から契約を切り替えた需要家は負担せず、引
き続き原子力事業者から電気の供給を受ける需要家
のみが全てを負担していくことになります。こうし
た需要家間の格差を解消し、公平性を確保するため
には、全需要家が等しく受益していた賠償の備えに
ついて、全ての需要家が公平に負担することが適当
であり、また、そうした措置を講ずることが、福島
の復興にも資するものとの考えに立ち、負担のあり
方について、貫徹小委で検討を進めました。その結
果、回収する金額の規模は、現行の一般負担金の算

【第361-7-1】市場創設効果（イメージ）

出典：資源エネルギー庁作成
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定方法を前提とすることが適当と考えられ、現在の
一般負担金の水準をベースに、1kWあたりの単価
を算定した上で、これを前提に、2010年度までの
我が国の原子力発電所の毎年度の設備容量等を用い
て算出した金額から、回収が始まる前の2019年度
末時点までに納付した又は納付することになると見
込まれる一般負担金の合計額を控除した約2.4兆円
としました。回収方法については、電源構成に占め
る原子力の割合は供給区域ごとに異なる一方で、賠
償の備えの負担は、過去の原子力の電気の利用に応
じて行うべきものであることや、現状、一般負担金
は小売規制料金に含まれ、供給区域ごとに異なる水
準となっていること等を踏まえると、賠償の備えを
国民全体で負担するに当たっては、特定の供給区域
内の全ての需要家に一律に負担を求める託送料金の
仕組みを利用することが適当と考えられました。

こうした検討を踏まえ、東京電力福島第一原子力
発電所事故以前から確保されておくべきであった賠
償の備えを託送料金で回収する仕組みを可能とする
制度改正（電気事業法施行規則の改正）を2017年9月
に実施しました（施行は2020年4月1日）。

なお、留意点として、本来、発電部門の原価とし
て回収されるべき賠償の備えについて、託送料金の
仕組みを通じて広く全需要家に負担を求めるに当
たっては、その額の妥当性を担保する措置を講ずる
とともに、個々の需要家が自らの負担を明確に認識
できるよう、指針等を通じ、小売電気事業者に対し、
需要家の負担の内容を料金明細票等に明記する措置

を講じることとされました。また、原子力に関する
費用について、託送料金の仕組みを通じた回収を認
めることは、結果として、原子力事業者に対し、他
の事業者に比べて相対的な負担の減少をもたらすも
のであり、競争上の公平性を確保する観点から、原
子力事業者に対しては、例えば、原子力発電から得
られる電気の一定量を小売電気事業者が広く調達で
きるようにするなど、一定の制度的措置を講じるこ
ととしています。

②福島第一原子力発電所の廃炉の資金管理・確保のあり方
東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に必要な資

金については、東京電力が負担することが原則であ
り、東京電力にグループ全体で総力を挙げて捻出さ
せる必要があるとの考え方の下、「国民負担増とな
らない形で廃炉に係る資金を東京電力に確保させる
制度」について、2016年10月に東電委員会から国に
対して検討要請がなされました。

この要請を踏まえ、東京電力福島第一原子力発電
所の廃炉の円滑かつ着実な実施を担保するため、長
期間にわたり必要となる巨額の資金の管理を担保す
る制度として、事故炉の廃炉を行う原子力事業者（事
故事業者）に対し、廃炉に必要な資金を機構に積み
立てることを義務付ける等の措置を講じることを内
容とする廃炉等積立金制度を2017年10月より開始
し、2018年４月に政府は、原子力損害賠償・廃炉
等支援機構から申請のあった廃炉等積立金を認可し
ました。

【第361-8-1】全ての需要家から公平に回収する賠償の備えのイメージ

出典：資源エネルギー庁作成
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また、発電・送配電・小売に分社化されている東
京電力において、グループ全体で総力を挙げて捻出
する資金が自由化の下でも確実に廃炉に充てられる
ための制度として、東京電力パワーグリッド（送配電
部門、以下「東電PG」という。）が親会社（東京電力ホー
ルディングス）に対して支払う東京電力福島第一原
子力発電所の廃炉費用相当分について、超過利潤と
扱われないように費用側に整理して取り扱われるよ
うにするとともに、乖離率の計算に際して実績単価
の費用の内数として扱われるようにする制度的措置
を2018年3月に実施しました。なお、この措置を講
ずるに当たっては、東電PGの託送料金の値下げ機会
が不当に損なわれないよう、東電PG自体の超過利潤・
乖離率の代わりに、他の一般送配電事業者の効率化
達成状況によって値下げ命令の要否を判断するとと
もに、東電グループ全体の中で東電PGの負担が過大
なものとならないよう、例えば収益性や資産状況を
参考に、グループ各社との負担の程度を比較し、著
しく不適当な分担となっていないかどうかを確認す
る措置についても併せて講じています。

③廃炉に関する会計制度の扱い
（ア）廃炉会計制度について

従前の電気事業会計制度の下では、廃炉に伴う資
産の残存簿価の減損等により、一時に巨額の費用が
生じることで、（i）事業者が合理的な意思決定がで
きず廃炉判断を躊躇する、（ii）事業者の廃炉の円滑
な実施に支障を来す、との懸念がありました。こ
のため、2013年と2015年に、設備の残存簿価等を
廃炉後も分割して償却（＝負担の総額は変わらない
が、負担の水準を平準化）する会計制度が措置され
ました。こうした制度整備を受けて、2015年に5基、
2016年に1基の原子炉について、廃炉決定が行われ
ています。

廃炉会計制度は、計上した資産の償却費が廃炉後
も着実に回収される料金上の仕組みが併せて措置さ
れることを前提としており、現在は小売規制料金に
より費用回収することが認められています。したがっ
て、現在経過的に措置されている小売規制料金が原
則2020年に撤廃されることを見据えた場合、今後
も制度を継続するには、着実な費用回収を担保する
措置を講ずることが不可欠です。この点、2015年3
月の廃炉に係る会計制度検証ワーキンググループ報
告書（｢原発依存度低減に向けて廃炉を円滑に進める
ための会計関連制度について｣）においては、競争が
進展した環境下においても制度を継続させるために

は、「着実な費用回収を担保する仕組み」として、総
括原価方式の料金規制が残る送配電部門の託送料金
の仕組みを利用することとされていました。

制度創設の経緯･趣旨を踏まえれば、廃炉会計制
度は、原発依存度低減というエネルギー政策の基
本方針に沿って措置されたものとして、本制度を
継続することが適当であるとされました。本制度
を継続するために必要となる着実な費用回収の仕
組みについては、小売規制料金が原則2020年に撤
廃されることから、自由化の下でも規制料金とし
て残る託送料金の仕組みを利用することが妥当と
考えられます。

こうした検討を踏まえ、廃炉を行う際の設備の残
存簿価等について、引き続き小売料金での償却等を
認め、2020年4月以降に託送料金での回収を可能と
する制度改正（電気事業会計規則等の改正）を2017
年10月に実施しました。なお、発電、送配電、小
売の各事業が峻別された自由化の環境下で、発電に
係る費用の回収に託送料金の仕組みを利用すること
は、原発依存度低減や廃炉の円滑な実施等のエネル
ギー政策の目的を達成するために講ずる例外的な措
置と位置付けられるべきと考えられます。

（イ）原子力発電施設解体引当金について
原子炉の運転期間中に廃炉に必要な費用を着実に

積み立てるため、原子力事業者は、毎年度、原子力
発電所一基ごとの廃止措置に要する総見積額を算定
し、経済産業大臣の承認を得た上で、各原子炉の発
電実績に応じて原子力発電施設解体引当金として積
み立てることが義務付けられています。解体引当金
は、東京電力福島第一原子力発電所事故以降、原子
力発電所の長期にわたる稼働停止が続き、従来の生
産高比例法では引当が進まないといった課題が生
じたことから、2013年、引当方法を定額法に、引
当期間を運転期間40年に廃炉後の安全貯蔵期間10
年を加えた原則50年に変更する制度改正が行われ、
今後、競争が進展した環境下でも本制度を継続し、
廃炉後の安全貯蔵期間中も引当を継続させるために
は、廃炉会計制度と同様、費用回収が着実に行われ
る仕組みが必要となっています。

その引当期間については、事業者が負担するとい
う原則に立てば、着実な費用回収が前提となる安全
貯蔵期間に入る前、すなわち、廃炉前に引当を完了
していることが廃炉を円滑に実施する観点からより
適切な制度のあり方であり、原則50年としている
引当期間を原則40年に短縮することとしました。

第
６
章



第６章　市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進

第３部　2018（平成30）年度においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

302 303

引当期間の見直しを行った場合、2013年の制度
改正以降に廃炉決定し、解体引当金の残額を10年
間に分割した引当を現在行っているものや、今後早
期廃炉するものについては、解体引当金の未引当分
を一括して引き当てる必要が生じます。しかし、制
度の事後的な変更によって、事業者の財務に影響を
与えることは適当でないことに加え、こうした費用
の発生が早期廃炉を志向する事業者の判断を歪める
ようなことがあれば、廃炉会計制度の趣旨にも反す
るので、2013年の制度改正以降に廃炉決定したも
のや今後早期廃炉するものに限り、廃炉に伴い一括
して計上することが必要となる費用を廃炉会計制度
の対象とすることで、一括して発生する費用を分割
して計上する仕組みとすることとしました。

解体引当金の基礎となる原発の解体に必要な費用
は、1985年及び1999年の総合資源エネルギー調査
会原子力部会において示された算定式に基づき、毎
年度、物価変動や廃棄物量の変動を加味し、炉ごと
に総額（：総見積額）を算定しています。この算定式
は、原子力部会において技術的な検討を行った結果
として導き出されたものであり、その前提に大きな
変更はないことから、現時点で合理的に見積もるこ
とできる費用が不足なく含まれているものと評価で
きます。一方で、この算定式は、モデルとなるプラ
ントの廃炉工程を前提としたものであるため、今後、
個々のプラントにおいて廃止措置を実施していく過
程等で、例えば、多数の炉が設置されている原子力
発電所では、設備の共有等による効率化などにより、
総見積額の見直しが必要となり得ます。こうしたこ
とを踏まえ、自由化の下でも廃炉に必要な費用があ
らかじめ確実に確保されるよう、個別の炉･発電所
ごとに固有の事情（規制変更などにより算定式の前
提を大幅に変更する必要がある場合を除く）が生じ
た場合に、当該事象を速やかに総見積額に反映させ
ることが可能な仕組みを導入することが必要と考え
られます。ただし、総見積額の妥当性を確保するた
め、これまでと同様に、総見積額を経済産業大臣が
承認する仕組みとすることとしました。

これらの検討を踏まえ、引当期間を原則40年す
ることに加えて、2013年の制度改正以降に廃炉決
定したものや今後早期廃炉するものに限り、廃炉に
伴い一括して計上することが必要となる費用を廃炉
会計制度の対象とする等の制度改正（解体引当金省
令の改正）を2018年4月に実施しました。

第2節
ガスシステム改革及び
熱供給システム改革の促進

1．�ガスシステム改革の概要
2015年6月に成立した「電気事業法等の一部を改

正する等の法律」に基づき、2017年4月1日にガス小
売全面自由化等のガスシステム改革が実施されまし
た。ガスシステム改革の実施に当たっては、総合資
源エネルギー調査会基本政策分科会ガスシステム改
革小委員会（2013年11月から2016年6月にかけて33
回開催）、総合資源エネルギー調査会電力・ガス事
業分科会電力・ガス基本政策小委員会（2016年10月
から2017年2月にかけて2回開催）、産業構造審議会
保安分科会ガス安全小委員会（2014年6月から2017
年3月にかけて16回開催）、同小委員会ガスシステ
ム改革保安対策ワーキンググループ（2015年7月か
ら2016年5月にかけて6回開催）及び電力・ガス取引
監視等委員会等において、随時議論がなされてきま
した。

ガスシステム改革は、1.天然ガスの安定供給の確
保、2.ガス料金の最大限の抑制、3.利用メニューの
多様化と事業機会の拡大、4.天然ガスの利用方法の
拡大の主に4つを目的としており、2017年4月以降
も、資源エネルギー庁と電力・ガス取引監視等委員
会のそれぞれにおいて更なる市場活性化のための検
討を進めています。

なお、2022年4月1日に予定されている大手ガス
事業者の導管部門の法的分離等に関する制度設計に
ついては、市場の状況も考慮し、引き続き、総合資
源エネルギー調査会等での議論を踏まえ、政府とし
て検討を進めることとしています。

2．�ガスの小売全面自由化の進捗状況
（1）ガス小売事業者の登録

新規のガス小売事業者については、2016年8月の
事前登録申請の受付開始から2019年3月末時点まで
に、67者が登録されました。ガス小売事業者の登
録に当たっては、資源エネルギー庁及び電力・ガス
取引監視等委員会が、「ガスの使用者の利益の保護
のために適切でないと認められる者」に該当しない
か等、法令に則りそれぞれ審査を行っています。な
お、電気事業法等の一部を改正する等の法律の経過
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措置により、旧一般ガス事業者から203者、旧簡易
ガス事業者から1174者が、ガス小売事業者となり
ました。

（2）�スイッチング（契約先の切り替え）件数及び新規
参入者の販売シェア

ガスの小売全面自由化から、一般家庭等での累
計スイッチング申込件数は堅調に増加しており、
2018年12月末時点で、全国で約170万件となってい
ます。地域別でみると、最近は関東が大きく伸びて
おり、最多の近畿に着実に迫ってきています。ス
イッチング率は全国で6.7％となっており、地域別
でみると、母数の影響から、関東は近畿の半分程度

となっています。なお、北海道、東北、中国・四国
では2018年12月末時点でスイッチングの動きは見
られていません（第362-2-2）。

また、自社内スイッチング件数（累計）は、2018
年12月末時点で、約124万件（全国）、スイッチング
率は8.5％（全国）となっており（第362-2-3）、他社
へのスイッチングと同様に増加しています。

新規参入者の全需要種に占めるガス販売量につい
ては、2018年12月末時点で全体の12.8%となってい
ます。家庭用のガス販売量に占める新規参入者の
シェアは全国で5.2%、最もスイッチングが進んで
いる近畿地方では、9.3%となっています（第362-2-
4）。
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【第362-2-1】新規ガス小売事業者の登録状況

【第362-2-2】全国のスイッチング率の推移・申込件数

出典：資源エネルギー庁作成

出典：資源エネルギー庁作成
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（3）メニューの多様化
ガス小売全面自由化を契機に、全国各地のガス

小売事業者が新たな料金・サービスメニューの提
供に取り組んでおり、料金・サービスの多様化が
進んでいます。各事業者が提案する新メニューで
は、ガス料金の割引を行うもの、電力や通信といっ

た他のサービスとのセット割引を行うもの、料金
支払いに対しポイントを付与するもの、顧客の見
守りサービスを提供するもの、トラブル時の駆け
つけサービスを提供するもの、ガスの使用量や料
金の見える化サービスを提供するもの、といった
類型が見られます。
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【第362-2-3】指定旧供給区域内における累計契約変更件数

【第362-2-4】新規小売のガス販売量（需要種・エリア別）

【第362-2-5】ガス事業者のサービス向上に向けた新たな取組の類型表

出典：ガス取引報（平成30年12月分）表14

出典：ガス取引報（平成30年10月分）表3

出典：各社プレスリリース・HP等より資源エネルギー庁が作成
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（4）経過措置料金規制の対象地域の指定解除
ガス小売全面自由化に伴い、ガスの小売供給に

関する料金規制は原則撤廃されましたが、LPガス、
オール電化等を含め競争が不十分であると認められ
た地域については、需要家利益の保護の観点から経
済産業大臣が指定を行い、経過措置として料金規制
を継続しています。ただし、指定を受けた地域の競
争状況は、経済産業大臣が3か月に一度の事業者報

告により継続して把握し、競争が十分であると認め
られた地域については指定を解除することとしてい
ます。

ガス小売全面自由化に先駆けて、2016年11月に
は、ガスシステム改革小委員会等の議論を受けて策
定された指定基準に基づき、旧一般ガス事業者の供
給区域等では12区域等、旧簡易ガス事業者の供給
地点では1,730供給地点群を指定しましたが、2018
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【第362-2-6】ガス事業者のサービス向上に向けた新たな取組

出典：日本ガス協会作成（2019年1月末時点）



第６章　市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進

第３部　2018（平成30）年度においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

306 307

年12月現在において、旧一般ガス事業者の供給区
域等では9区域等、旧簡易ガス事業者の供給地点で
は1,267供給地点群が指定されています。

3．�ガス事業制度検討ワーキンググループ
における議論

資源エネルギー庁は2018年9月に、総合資源エネ
ルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会の下に

「ガス事業制度検討ワーキンググループ（以下「ガス
WG」という。）」を設置しました。ガスWGは、2017

年4月のガス小売全面自由化の成果が一定程度見ら
れる中、エネルギー基本計画や規制改革実施計画、
一部継続検討課題とされていたテーマを踏まえつ
つ、ガスシステム改革の更なる推進に向けてガス事
業制度の在り方について専門的な見地から詳細な検
討を進めることを目的としています。

2018年度中にはガスWGを7回開催し、ガス卸供
給の追加的な促進策、一括受ガスその他消費者の利
益を最大限実現するための措置、熱量バンド制の導
入、LNG基地の第三者利用の追加的な促進策につ
いて議論が交わされました。

4．�ガス市場における適正な取引確保の
ための厳正な監視など

（1）ガス市場の監視
2017年4月にはガスの小売事業への参入が全面自

由化され、家庭を含む全ての需要家がガス会社や料
金メニューを自由に選択できることとなった。こう
した中、ガスの小売供給に関する取引の適正化を図
るため、「ガスの小売営業に関する指針」を踏まえ、
需要家への情報提供や契約の形態・内容などについ
て、事業者の営業活動の監視などを行い、必要に応
じて、ガス事業法上問題となる事業者に対して指導
等を行っている。また、委員会の相談窓口などに寄
せられた不適切な営業活動などについて、事実関係
の確認や指導を行っている。

【第362-2-7】指定旧供給区域等一覧（旧一般ガス�
事業者の供給区域等）

出典：資源エネルギー庁作成
（※2018年3月に経過措置対象の指定解除済み）
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【第362-4-1】消費者からの相談状況

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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（2）小売料金に係る事後監視
一般的な監視に加え、経過措置料金規制が課され

ない、又は経過措置料金規制が解除されたみなしガ
ス小売事業者のうち、旧供給区域等における都市ガ
ス（又は簡易ガス）の利用率が50％を超える事業者を
対象として、当該旧供給区域等の料金水準について
報告徴収を行い、ガス小売料金の合理的でない値上
げが行われないための事後監視（以下「特別な事後監
視」という。）を行っています。

四半期ごとに実施される特別な事後監視の結果に
ついては、委員会HPにて公表することになっていま
す。なお、特別な事後監視を開始して以降、これま
でに問題となるような事例は認められていません。

（3）原価算定期間終了後の小売ガス料金の事後評価
電気事業法等の一部を改正する等の法律（2015年

法律第47号。以下「第3弾改正法」という。）附則の経
過措置に基づく小売ガス料金については、原価算定
期間終了後に毎年度事後評価を行い、利益率が必要
以上に高いものとなっていないかなどを経済産業省
において確認し、その結果を公表することとなって
います。電力・ガス取引監視等委員会では、経済産
業大臣等からの意見聴取を受けて、2018年度は以
下の旧一般みなしガス小売事業者に対して料金審査
専門会合において評価及び確認を行いました。

＜事後評価のポイント＞
本省所管の1社（東邦ガス）※に地方局所管の6社

（京葉ガス、京和ガス、日本ガス、熱海ガス、河内
長野ガス、南海ガス）を加えた計7社について、「電
気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づく
経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（20170329
資第5号）第2（8）④に基づく値下げ認可申請の必要
がないか確認を行いました。
※�原価算定期間終了前の東京ガス及び料金改定表明済みの
大阪ガスは、事後評価の対象外。

＜料金審査専門会合の開催実績＞
平成30年10月25日　 第33回料金審査専門会合
平成30年12月12日　 第34回料金審査専門会合

＜事後評価の結果＞
第3弾改正法附則第22条第4項の規定によりなお

その効力を有するものとして読み替えて適用される
同法第5条の規定による改正前のガス事業法（昭和
29年法律第51号）第18条第1項の規定による供給約
款等の変更の認可の申請命令に係る「電気事業法等
の一部を改正する等の法律附則に基づく経済産業大
臣の処分に係る審査基準等」（20170329資第5号）第2

（8）④に照らし、値下げ認可申請の必要は認められ
ませんでした。評価の詳細は以下のとおりです。

審査基準のステップ1［ガス事業利益率による基
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【第362-4-2】特別な事後監視の概要

出典：2017年8月ガス取引報に基づき電力・ガス取引監視等委員会作成
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準］では、個社の直近3か年度平均の利益率が9社10
か年度平均の利益率を上回る会社は、京和ガス及び
熱海ガスの2社でした。ステップ１に該当した2社
について、審査基準のステップ2［超過利潤累積額
による基準］では、2017年度末超過利潤累積額は一
定水準額である指定旧供給区域等需要部門に係る本
支管投資額（過去5年平均）を下回っており、ステッ
プ2［自由化部門の収支による基準］では、直近2年
連続で自由化部門の収支が赤字となっていませんで

した。以上より、原価算定期間を終了している旧一
般ガスみなしガス小売事業者7社（東京ガス・大阪ガ
ス以外）について、審査基準に基づく評価を実施し
た結果、変更認可申請命令発動の検討対象となる事
業者はいませんでした。

以上を踏まえ、2018年度の事後評価の対象となっ
た事業者について、現行の認可料金に関する値下げ
認可申請の必要があるとは認められませんでした。

また、各社においては、今後とも料金原価と直近
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【第362-4-3】料金変更認可申請命令に係る審査基準

【第362-4-4】審査基準の適用結果

出典：資源エネルギー庁作成

出典：各事業者の部門別収支計算書、各事業者へのヒアリングにより資源エネルギー庁作成
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実績の比較・経営効率化の状況・収支見通し等現行
の経過措置料金に関連した分かりやすい情報提供に
努めるとともに、安全対策・供給信頼度維持に不可
欠な投資は最優先に実施した上で、引き続き経営効
率化に真摯に取り組むことにより、コスト低減を進
めていくべきであるとの評価を行いました。

（4）ガス導管事業者の収支状況等の事後評価
ガス導管事業の効率化・料金の低廉化と質の高い

ガス供給サービスの維持・向上を促すことは、ガス
の需要家の便益を高めるだけでなく、小売・製造事
業者間の競争の活性化にも寄与し、エネルギー供給
全体の生産性向上に資するものです。

これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会にお
いて、2017年度託送収支等を分析・評価しました。

①託送収支の状況
（ア）超過利潤が一定水準を超過した事業者

2017年度に事業を実施した全国のガス導管事業
者（224社）のうち、託送供給約款を策定している等
の事業者（143社）について、2017年度の収支状況等
を評価しました。

これら143社のうち、6社（仙南ガス、のしろエネ
ルギーサービス、東部液化石油、下仁田町、魚沼市、
筑後ガス圧送）については、2017年度終了時点での
超過利潤累積額が、変更認可申請命令の発動基準と
なる一定水準を超過したたため、このまま2020年4
月1日までに託送供給約款料金の改定の届出が行わ
れない場合、所管の経済産業局長の変更認可申請命
令の対象となる可能性があります。各事業者に対応
方針を聴取したところ、6社とも期日までに料金改
定を実施予定であるとの回答でした。

（イ）大きな超過利潤が発生した事業者の評価
一定水準を超過した事業者以外にも、2017年度

の収支において比較的大きな超過利潤が発生した事
業者があったことを踏まえ、4月～ 3月の会計年度
を採用している事業者85社のうち、超過利潤が営
業収益の5％以上であった22社（このうち、超過利
潤が一定水準を超過したのは4社）について、その超
過利潤の要因が一過性のものか継続する可能性が高
いものかについて分析・評価を行いました。その結
果、19社（超過利潤が一定水準を超過した4社を含
む）については、来年度以降も2017年度と同じ要因
での超過利潤が継続する可能性が高いと評価されま
した。また、それ以外の3社については、2017年度

の超過利潤の発生は一過性である可能性があると評
価されました。

この結果を踏まえ、各事業者に対し、料金改定を
含めた今後の方針について聴取したところ、超過利
潤の継続性が高い19社のうち15社（超過利潤が一定
水準を超過した4社を含む）及びそれ以外の3社のう
ち1社から、2020年4月までに自主的に料金改定を
実施する予定であるとの回答がありました。

（ウ）制度改正後新たに原価算入された費用の状況について
事業者間精算費について、2017年度実績費用と

想定原価の比較を行ったところ、実績費用が想定原
価から大きくずれた事業者が多くありました（実績
費用が20％以上想定原価から下振れした事業者が
11社、実績費用が想定原価の2倍以上となった事業
者が2社)。

今回の分析を通じ、事業者間精算により収益を得
ているガス導管事業者の一部には、小売供給、託送
供給及び卸供給の合計が３に満たないことから託送
供給約款の制定が免除されている特定ガス導管事業
者があり、これらについてはストック管理・フロー
管理が行われていない状況が明らかになりました。
これを適正化するため、2019年3月27日ガス事業法
等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等

（平成12年10月2日平成12・09・28資第8号）につい
ての改正を実施しました。

需要調査・開拓費について、2017年度の実績費
用を想定原価と比較したところ、需要調査・開拓費
を原価に計上していた全8社のうち、7社について
実績費用が想定原価から下振れしていました。

（エ）収支管理の更なる適正化に向けた対応
託送料金の適正性の観点からは、地域別または特

定導管ごとのコストが適切に託送料金に反映される
必要があります。地域別または特定導管ごとに異な
る託送料金を設定しているガス導管事業者につい
て、それぞれの単位で託送収支計算書等を作成する
よう、2019年3月29日にガス事業託送供給収支計算
規則（平成29年経済産業省令第23号）の改正を実施
しました。

②効率化に向けた取組状況
○大手3社（東京ガス・大阪ガス・東邦ガス）の取組状況

ガス導管事業の効率化を促進していく観点から、
先進的な取組を行っていると期待される大手3社の
取組状況を聴取し、特に効果の大きいものや先進的
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な取組の内容を確認しました。
これらのうち、例えば、以下のような取組は、他

のガス導管事業者への横展開が期待されるものであ
り、今後、これらの取組も参考にしつつ、各事業者
において効率化に向けた取組が進められることが期
待されます。
・計測機器等の点検・部品交換頻度の見直し
・工法の工夫（中圧へのPE管導入、非開削工法の導

入等）
・業務効率化の取組（現地作業でのタブレット導入、

通信機能付きマイコンメーターの活用による検査
コストの低減等）

・工事発注・契約手法の工夫（取引先からの費用低
減提案の受け入れ、まとめ発注、施工条件変更時
の単価事前設定による協議コストの低減等）

・行政区との交渉（掘削幅の削減、埋設深さの変更
等）　等

③中長期的な安定供給の確保に向けた取組状況
（ア）導管延伸の取組状況

今回の事後評価の対象となったガス導管事業者
（143社）の、2017年度の導管総延長の伸びは、全社
の平均で、高圧導管は平均1.91％、中圧導管は平均
0.67％、低圧導管は平均0.72％の伸びでした。

（イ）メーター取付数及び供給区域拡張の状況
今回の事後評価の対象となった一般ガス導管事業

者（126社）の2017年度のメーター取付数の伸びについ
ては、85社が増加、3社が横ばい、38社が減少でした。
また、各社の2017年度の供給区域の拡張実績を分析
したところ、42社が増加、84社が横ばいでした。

④内管工事の取組状況
○内管工事見積単価表及び内管工事収支の分析
（ア）標準モデルによる内管工事見積額の横比較

一般ガス導管事業者が実施する需要家の資産であ
る内管の工事について、全社共通の見積条件（内管
工事の標準モデル）に基づき、全ての一般ガス導管
事業者（196社）に内管工事の参考見積を依頼しまし
た。その結果、各社の参考見積額の平均は13万円
でしたが、最低5千円から最高26万円まで、大きな
幅があることを分析し、結果を公表しました。

参考見積額が比較的高かった事業者については、
他の事業者の参考見積額等を踏まえつつ、資材調達
の工夫など、効率化に取り組むことが期待されます。

（イ）内管工事の利益率が高く、かつ直近で見積単価表
の改定が行われていない事業者の分析
今回の事後評価の対象となった一般ガス導管事業

者（126社）について、内管工事の2015年度から2017
年度の収支状況を分析したところ、3年合計で収益
が支出を上回った社が95社、下回った社が30社で
した（2015年度から2017年度の内管工事の実績のな
い1社を除く）。また、内管工事の3年間の平均利益
率が20％以上の事業者も存在しました。

内管工事の 3年平均利益率が10％以上で、かつ直
近で見積単価表の値下げが行われていない25 社に
対し、利益率が高い理由を聴取したところ、「自社
の労務費等を内管工事の収支に振り分けていなかっ
たため、実際よりも収支上の利益率が高くなってい
た」（13 社）、「利益率が高いとは考えていない等」（12
社）との回答がありました。

これを踏まえ、自社で内管工事を行った場合の労
務費等が適切に振り分けられるようにするなど、内
管工事の収支管理の詳細を整理し、事業者に対し、
改めて周知徹底を行いました。

5．�ガス市場の更なる効率化、競争促
進のための取組

（1）ガス市場での競争促進策の検討
電力市場及びガス市場における競争を促進するこ

とによって、需要家の利益を最大化し、電気事業及
びガス事業の健全な発達を図る観点から、これらの
市場の競争促進策（競争評価、卸取引、小売取引の
あり方等）を検討する必要があります。

このため、電力・ガス監視等委員会事務局長の
私的懇談会として、2017年10月より競争的な電力・
ガス市場研究会（以下「競争研」という。）を設置し、
ガスシステム改革の趣旨を踏まえて、より一層競争
を促進していくため、ガス市場における競争促進策
の検討を行いました。

具体的には、（ア）ガス事業における市場の画定の
理論的整理を行ったうえで、（イ）ガス小売市場と

（ウ）ガス卸市場について、それぞれの競争政策上の
課題の検討を行い、中間論点整理を取りまとめまし
た。以下がその概要です。

（ア）ガス事業における市場の画定
市場画定の理論的、実務的な目的・位置づけ等に

ついては、独禁法においても多くの議論がありますが、
客観的、論理的な議論を進める上で有用です。事業
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法の観点からも、独禁法における市場画定の考え方
を踏まえて、市場支配的事業者の行為等によってど
のような市場で競争に歪みが生じる可能性があるか
を検討し、必要な措置を検討することが有益です。

競争研における議論では、ガス事業における市場
画定として、電力市場と比較すると卸取引は限定的
ですが、導管でつながっているエリア内では、理論
的には、競争は可能であると考えられ、地理的には
そのような市場画定が将来的にありうるとの整理を
行いました。

ただし、現状としては、導管が物理的につながっ
ているエリアであっても、各社の間での供給区域を
越える競争は相当に限定的であるといった実態を踏
まえれば、事実上は市場が分割されることになって
いる可能性があることから、越境取引の実態、越境
託送の状況等を十分に踏まえて、実証的に検討する
必要があります。また、熱量、圧力、成分等の違い
等によりエリア間またはエリア内の競争に制約があ
る場合には、個別の判断が必要となる可能性もある
と考えられます。

（イ）ガス小売市場における競争政策上の課題
一般論として、契約期間は、当事者の合意による

ことが原則であるが、ガス市場において存在すると
の指摘がある長期契約を高額の違約金によって担保
するような取引慣行（電力市場においても一部存在
するとの指摘がある）は、事業法上は、サンクコス
トになるような投資が必要といった事情により正当
化しうる場合を除いては、経済合理性が乏しいもの
であり、競争研における議論においても、そもそも、
ガス事業において、不当に高額な違約金を伴う長期
契約を締結する合理性について大いに疑問があり、
そのような取引慣行の合理性は検証される必要があ
ると整理されました。

特に、ガスについては、長期契約とその解除に伴
う高額の違約金を課す取引慣行について、LNGの
引き取り量の削減に限界がある等の経緯を主張する
指摘があるが、本来的には、企業自身が調達から販
売までリスク管理を行う余地があり、また、需要離
脱が生じた場合にも同量を競争者等に卸供給を行う
ことによって解決可能であるため、事業法上の考え
方としては、需要家のためにサンクコストとなる特
別の投資を行った場合などの例外的な場合を除け
ば、基本的には、正当化は困難です。このため、市
場支配的事業者や市場における有力な地位にある事
業者による長期契約に関する規制の在り方につい

て、さらに検討される必要があります。

（ウ）ガス卸市場における競争政策上の課題
ガス小売市場の競争促進に向けて、現在及び将来

の需要者に資するために、取引所創設等の取引量の
増大に向けた措置、ガス卸市場の支配的事業者等に
よる自社の小売部門と同水準での卸供給に向けた措
置などについて、事業法の枠組みの中で検討を行い、
必要な措置を講ずることが必要であるとの整理を行
いました。

関連して、現行の実務において、一部の地域で旧
一般ガス事業者等によって行われているワンタッチ
卸（小売事業者は卸事業者から需要場所でガスの卸
供給を受ける仕組み）は、ガスの調達、託送契約及
び同時同量オペレーションを卸事業者に委ねること
ができるという点で、新規参入の促進に寄与するも
のであり、保安業務の委託の円滑化とともに実施す
ることで、有益であるとの指摘がありました。

（2）ガスにおけるスイッチング業務等の標準化
小売全面自由化前、ガスシステム改革小委員会

においてスイッチング業務フロー等を標準化する
ことと整理されたことを受けて、日本ガス協会（以
下「JGA」という。）が主体となって標準化を進めてき
ました。他方、実際にはスイッチング業務フロー等
の標準化は不十分であり、ガス導管事業者毎に業務
フローやフォーマットが異なることによって、複数
のエリアに参入する事業者の業務コストの増加を招
き、新規参入者の負担となっていることが、2017
年11月の第24回制度設計専門会合で新規参入者よ
り指摘されました。

これを受けて、委員会は、JGAが行ってきたスイッ
チング業務等の標準化状況と今後の対応方針を確
認・整理するとともに、スイッチング環境等の更な
る整備に向けて検討することとしました。

円滑なスイッチングの実現に向けて、スイッチン
グ業務をはじめとする小売事業者と導管事業者との
間で発生する業務の標準化を検討しました。具体的
には、（ア）業務フロー（各業務に必要な申込・報告
等の手順、必要な様式を作業プロセスとともに明ら
かにしたフロー）、（イ）要求項目（各様式でやりとり
する情報項目）、（ウ）情報共有手段（各様式をやりと
りするための手段）、（エ）レイアウト（各様式のレイ
アウト）の標準化を図りました。

2018年2月から電気・石油を含む新小売事業者、
一般ガス導管事業者としてJGA、委員会事務局との
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間で検討会議を定期的に開催、スイッチング業務等
の標準化に向けた協議を実施し、今般、2019年2月
に開催された制度設計専門会合にてとりまとめの報
告を行いました。

今後は、業務マニュアルの作成、事業者への周
知を業界団体とも連携しつつ行い、2019年度以降、
標準化された業務の運用を導管事業者に求めていく
予定です。

（3）LNG基地第三者利用の促進
ガス卸選択肢の拡大による小売市場の競争促進の

観点から、2017年4月に整備されたLNG基地の第三
者利用制度でしたが、利用を希望するあるいは利用
する可能性のある事業者の一部から下記のような意
見が寄せられたことから、制度の利用促進に向けて
制度の改善を検討しました。

（ア） 製造設備の余力（情報開示が不十分、余力の判
定方法が厳しい） 

（イ） 基地利用料金（情報開示が不十分、利用料金が
高い）

（ウ） 事前検討申込時に必要な情報（求められる情報
が過剰）

上記3つの項目について、各事業者への個別ヒア
リング、アンケート調査を重ね実態を把握するとと
もに、制度設計専門会合（2018年2月23日、4月23日、
6月19日、9月20日開催）にて審議を行い、当審議会
での議論を踏まえ、（ア）製造設備の余力、（イ）基地
利用料金、（ウ）事前検討申込時に必要な情報につい
て「適正なガス取引についての指針」の改定などが必
要であると取りまとめました。

「適正なガス取引についての指針」の改定について
は、2018年10月29日開催された電力・ガス取引監視
等委員会の議決、同年10月30日から11月28日の間に
実施されたパブリックコメントを経て、同年12月6日
に電力・ガス取引監視等委員会が経済産業大臣に建
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【第362-5-1】ガスのスイッチング業務等の標準化の考え方

【第362-5-2】ガスのスイッチング業務等の標準化内容

出典：第36回制度設計専門会合　事務局提出資料（2019年2月15日）より抜粋

出典：第36回制度設計専門会合　事務局提出資料（2019年2月15日）を基に電力・ガス監視等委員会作成
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議しました。その後、2019年1月15日付で、「適正な
ガス取引についての指針」は改定されています。

LNG基地の第三者利用制度の促進に向けた制度
改善のポイント

（ア）製造設備の余力
（i）リスク容量の設定方法
・利用可能容量と在庫量との間に大きな乖離を発生さ

せるなどして、タンク余力を過小に評価している可
能性のあった製造事業者に対して、合理的な説明や
運用実態に合わせたリスク容量の改善を求めた。

・該当する事業者は過去の実績に基づきリスク容量
の設定を改善。

（ii）自社利用計画の範囲の設定方法
・毎年度定量的な情報に基づき自社利用計画の範囲

を設定していない、あるいは設定していたとして
も当該情報を的確に公表情報に反映していない製
造事業者に対して是正を求めた。

・該当する事業者は直近の情報に基づき自社利用計
画の範囲を改善。

（iii）余力見通しの開示方法
・「①ルームレント方式において利用可能となる容

量、②ルームシェア方式において利用可能となる
量を定量的に示すこと」を望ましい行為としてガ
イドラインに明記。

（イ）基地利用料金
（i）貯蔵料金の算定に用いる課金標準の在り方
・「ルームシェア方式においては「平均貯蔵量」のよ

うなタンクの占有状況を適切に反映する課金標
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【第362-5-3】液化貯蔵設備の余力見通しの改善のポイント

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

【第362-5-4】基地利用料金の適切な情報開示の在り方のポイント

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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準、「払出量」のような競争促進に資する課金標準
に基づき料金算定を行うこと」を望ましい行為と
してガイドラインに明記。

（ii）配船計画策定時の調整に伴い発生する貯蔵料金
の変動の考え方
・「配船調整又はLNGの貸借によって生じた貯蔵量

の増加分を貯蔵料金に反映させること」を問題と
なる行為としてガイドラインに明記。

・「配船調整又はLNGの貸借によって生じた貯蔵量
の減少分を貯蔵料金に反映させること」を望まし
い行為としてガイドラインに明記。

（iii）基地利用料金の情報開示
・「守秘義務契約締結後速やかに基地利用料金の目

安を、検討結果回答時に概算額を基地利用希望者
に通知すること」を望ましい行為としてガイドラ
インに明記。

（ウ）事前検討申込に必要な情報
（i） LNG船の情報については基地利用希望者の任意、

LNG性状の情報については、発熱量のみ必須（申
込時点で確定していない場合は想定値でも可）、
それ以外の情報は基地利用希望者の任意での提
供とすることを製造事業者に対して求めていく。

（ii） 基地受入可否の判断に必要のない情報の提供は
要求しないよう製造事業者に是正を求めていく。

6．�ガス安全小委員会における議論
ガスの小売全面自由化が行われ、新たなガス小売

事業者の参入が開始されたことから、ガス小売事業
者の保安水準の維持、向上を図る施策の検討をガス
安全小委員会において実施しました。需要家にガス
小売事業者の自主保安活動の特徴的な取組状況を
ホームページで分かりやすく紹介し、消費者が保安
面で優れているガス小売事業者を選択することを支
援する「見える化」制度を2017年度に構築しました。
2018年度においても引き続き、「見える化」制度の
拡充を図り、自主保安活動の推進を後押ししていま
す。

また、新規参入に伴い、一般ガス導管事業者は担
い手と一体になり、保安水準の維持、継続的な体制
の確保を行っていくとともに、内管の保安や工事の
委託に関する要件の透明化を図っていくためガス安
全小委員会で引き続き議論を行っています。

7．�熱供給システム改革の概要
熱供給システム改革は、電力・ガスシステム改革

とあいまって、熱電一体供給も含めたエネルギー供
給を効率的に実施できるようにするため、2013年
11月に総合エネルギー調査会基本政策分科会の下
に設置された「ガスシステム小委員会」において熱供
給事業の在り方などを検討・審議し、2015年6月の
電気事業法等の一部を改正する等の法律の成立を受
けた後は、熱供給システム改革を着実に進めていく
上で必要な実務的な課題を含めた具体的な制度設計
について議論を行いました。2016年4月に実施され
た熱供給システム改革では、許可制としていた熱供
給事業への参入規制を登録制とし、料金規制や供給
義務などを撤廃し（ただし、他の熱源の選択が困難
な地域では、経過措置として料金規制を継続）、熱
供給事業者に対し、需要家保護のための規制（契約
条件の説明義務等）を課しました。

熱供給システム改革の実行により、事業環境の整
備が行われ、エネルギー市場の垣根の撤廃や異業種
からの参入が促進され、電力・ガスシステム改革が
一体的に推進していくことが期待されています。
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